
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

6601

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

アプリケーションソフトウ
エアやミドルウエアの開
発にさらに注力すべき
であると考える。既に開
発されたNAREGIミドル
ウエアを発展させ、国際
競争力のある計算基盤
を開発することが重要
だと考える。その上で利
用するアプリケーション
ソフトウエアも国産で開
発し、短期的な計算結
果ではなく、長期的に利
用可能な知見を得るべ
きである。

高速のハードウエアを
利用することで、何らか
の科学の結果を得たと
しても、利用している海
外製ソフトウエアに含ま
れていた知見を外挿し
たに過ぎない。また、ハ
ードウエアとアプリケー
ションをインターフェー
スする国産ミドルウエア
の開発が重要である。 
現在、多くのアプリケー
ションソフトウエア、ミド
ルウエアは海外製であ
り、多額のライセンス料
が流出している。産業と
しても、ハードウエアの
技術に比較し、ソフトウ
エアの寿命は長く、収益
率も高い。

6602
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

「内向き思考」の打開は
大切なことと思います。
すでに競争力の低下し
ている日本には、優秀
な人材育成をして巻き
返しを図ることが必要だ
と思います。

 優秀な人材を育成す
ることは日本の将来に
とっても非常に大事なこ
とだと思います。志ある
若者をぜひ支援してくだ
さい。

6603
その
他

30～
39歳

総務
省

20102
超高速エッジ
ノート技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業は、日本の
もっとも重要な基幹産
業です。光通信産業に
力を注ぐことで将来的な
雇用対策につながりま
す。光通信産業こそこ
れからの日本の成長産
業と思われます。

日本の光ファイバーサ
ービスは、世界のトップ
クラスを誇ります。この
地位を維持することは、
日本の国際競争力を考
えると大変重要なことで
す。また、光通信産業
はすべての産業の基盤
にもなります。

6604

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

規模の拡充をはかるべ
きだと思います。

当該プロジェクトはたし
かにシーズを求めるも
のであり、具体的な結
果の出にくい可能性が
高い事は推論できます
が、この規模の小ささで
すと本当に結果が出な
い可能性が高いのでは
ないか、と危惧されま
す。

まず、この意見募集ＨＰ
の構造には、重大な欠
点があります。 
各施策番号を複数選択
して、一度に意見を述
べられるように、是非改

私は、女性研究者を優
遇することを求めている
のではありません。女
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6605

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

善してください。 
 
毎回、自分の所属や名
前を入力させるのは、
大変な無駄です。 
意見の集計をする側に
都合が良くても、これで
は、あまりにも投稿する
のにハードルが高すぎ
ます。物事をすすめる
べきではありません。 
 
意見：大学の自己資金
だけでは、女性研究者
支援環境を整備するの
は難しい。また、学内の
意見をまとめるのも困
難なため、それを克服
するための足がかりとし
ても、このプログラムは
大変有効だと思いま
す。

性を、男性研究者と同
様に育成することを、国
の重点施策に加えるこ
とを求めます。特に子
育てや介護などと両立・
継続の難しい理系の女
性研究者を男性研究者
と同様に育成していくた
めに、若い世代だけで
無く、なんとかぎりぎり
で生きながらえてきた女
性研究者を取りこぼす
ことなく、支援・育成して
いく政策を期待します。
それにより、バランスの
取れた人財の育成・強
化が図られると思いま
す。

6606
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

生活習慣病等に対する
創薬及びオーダーメイド
医療の確立は医療の質
的向上に繋がり、医療
支出の有効活用に貢献
する。SNPと遺伝子機
能相関解析による疾患
関連遺伝子の探索や基
盤技術開発研究、統計
解析・技術開発研究推
進はわが国のみなら
ず、国際的に波及が可
能であり、このまま推
進、寧ろより積極的に
進めるべき施策と考え
る。本研究を通じて国際
的に貢献する質の高い
医薬品の創製のための
基盤整備をするべきで
ある。資源関係のプロ
グラムと並ぶ推進すべ
き分野と考える。

米国のClinical Path 
Initiative,欧州の
Innovative Medical 
Initiativeと生命関連産
業はそれぞれ最重要の
国家戦略に位置づけら
れている。わが国が今
後も国民福祉並びに国
際的に存在感を発揮す
るためには、知的集約
の分野で競争力を維
持・強化しなくてはなら
ない。本分野はKeyとな
ると考えられ、国の協力
なリーダーシップで、オ
ールジャパンで進める
必要がある。この分野
で中国等の新興勢力に
遅れをとることはそのま
ま国際競争力の低下に
繋がる懸念があり、優
秀な人材の能力発揮の
面からも国家目標として
据えることが必要。国民
に対しても訴求力のあ
る分野と考える。

大学・

地域イノベーションクラ
スタープログラムは、提
案型公募により採択さ

・産官学連携事業予算
の減少は、優秀な科学
技術者の海外流出を加
速化し、知の空洞化を
招きます。 
・大学を中心とした、産
官学連携事業は、人材
育成・地域企業との連
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6607

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等） 60歳

～

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

れた有望な事業であ
り、選択と集中を行った
上事業をスタートさせて
います。 
 科学技術分野や地域
産業の振興は、長期的
な視点に立った上で行
う必要があり、着実な推
進が必要です。 

携を担っており、地域の
持つ特性を十分発揮で
きる事業です。 
・科学技術は、資源の
ない日本にとって大切
な雇用創出の源であっ
て、国が責任を持って
投資すべき分野です。 
・科学技術は、国の財
政難による短期的計画
というよりは、長期的な
計画に基づき行うもの
であり、着実な事業継
続が必要です。 

6608

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24184

大学等産学
官連携自立
化促進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

・H23年概算要求額を減
額せず、H22年予算額と
同等もしくは増額でご検
討いただきたくお願い申
し上げます。 
・研究開発目標の欄
に、「共同研究等の受
入金額を倍増」とあるの
を、金額評価だけでは
なく取り組み件数・内容
も成果として重視いただ
きたくお願い申し上げま
す。

本事業のご支援に感謝
しております。 
理由：H22年度時の減
額の影響は、連携活動
実務者の出張費や活動
費の制限という形で出
ており、目標達成の障
害になるおそれがあり
ます。共同研究の制約
など産学官連携活動
は、綿密な連絡と調整
が必須であることと同時
に、FaceTOFaceでの関
係構築も重要だと考え
ております。 
理由：新たな業態・業界
との共同研究は、取り
組み開始時は研究費双
方持ち出しというケース
もまだ見られます。そこ
での成果後にやっと共
同研究費として大学側
がいただける事例など
もご考慮いただければ
幸いです。 

6609
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

プリンタブルエレクトロ
ニクスは電子デバイス
製造における現在のフ
ォトリソ法と同様に次世
代では欠かせない技術
であり、総力を挙げて早
急に進めるべきテーマ
と考える。

プリンタブルエレクトロ
ニクスは韓国、台湾、中
国においても多くの企
業、多くの技術者が開
発を進めており、各国
の特許出願数は急速に
伸びている。来る脱フォ
トリソ時代における日本
の精密機器主要製造国
としての地位を確立す
るためにも、総力を挙げ
て取り組むテーマと考え
る。

中性子は、グリーンイノ
ベーションに関わる軽
元素（リチウムなど）を
高感度で検出できる線
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6610

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

このまま推進していく課
題だと思います。

源であり、我々の材料
化学分野では必須技術
である。難点はその特
殊性のために利用開始
するまでのハードルが
非常に高いことが挙げ
られます。これまでに中
性子実験をしたことのな
い研究者でも利用でき
るような、さまざまな研
究者で共用できる設備
にしていってほしい。

6611
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

総合科学技術会議が選
定した 23 項目の革新
的技術の1つに「高速大
容量通信網技術・オー
ル光通信処理技術」が
あげられている。その技
術開発を加速するた
め、これまで以上に予
算を配分し、低消費電
力かつ高効率なインタ
ーネット通信インフラを
実現するフォトニックネ
ットワーク技術開発を加
速すべきであると考え
る。

ユビキタスタスネットワ
ーク社会を迎え、通信ト
ラフィックの需要は益々
増大しており、ネットワ
ークの高速化や大容量
化と共や低消費電力化
大きな課題となってい
る。通信システムメーカ
ーは、世界市場からシ
ステムコストの低減必
要性を大きく受けてお
り、開発に支障をきたし
ているのが現状であ
る。基盤技術だけでなく
実インフラ構築に向け
て、国家政策による推
進が必須であると考え
る。

6612
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発

このまま
推進す
べき

重質油から付加価値の
ある製品に転換するこ
とは日本の石油産業に
とって必要なことであ
る。

世の中の白油化の傾向
は今後も続き、また中
東からは安価な原料か
ら競争力のある石油化
学製品が順次流通する
と思われる。そのような
状況下、日本の石油産
業が競争力を持つに
は、安価な重質油から
付加価値の高い製品を
製造できるようなプロセ
スを持つことが必要で
ある。

6613

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

このまま
推進す
べき

少なくとも初年度は要
求通りの額を措置する
とともに、それ以降は、
各大学の具体のニーズ
に応じさらに拡充して下
さい。

日米の研究環境を比べ
たときに、日本側に決
定的に欠けているの
が、高度な研究支援人
材である。最先端の研
究者が研究以外のこと
に忙殺されている現状
を一刻も早く改善するた
めにも、リサーチ・アドミ
ニストレーター制度を確
立することが不可欠で
ある。

科学者の研究の原資と
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6614

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

して科学研究補助金は
最も重要であり、この施
策は何よりも優先して
推進すべきである。近
年の研究費の配分方法
については、優先度に
基づいた重点的配分と
広く浅くを目指した配分
のバランスが考慮され
てきており、このまま推
進することが望まれる。

科学研究補助金は研究
を遂行する上で必要不
可欠な資金であり、また
審査を経た上で「公平
に」配分されるという意
味でも重要である。

6615

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業： グロー
バルCOEプ
ログラム

このまま
推進す
べき

これまで同様に厳正な
中間・事後評価の仕組
みを維持した上で、間
接費の復活を含めて増
額すべきである。

同プログラムは、人材
育成、先端分野研究の
推進、学際研究、大学・
機関間連携の諸点で画
期的な成果を収めた。
若手研究者や先端分野
の研究者を育成する体
制が整備されつつある
いま、プログラムが縮小
することはこれまでの育
成の成果を半減させる
のみならず、彼らの雇
用機会も失われること
になる。

6616

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24158 活断層調査
このまま
推進す
べき

地震ハザード評価をよ
り精緻化するために必
要

社会の安心安全につな
げるため

6617

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24176

光量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

昨年度と同じ規模で（予
算額を減らすのではな
く）推進すべきである。

ビーム技術の開発は、
多くの実用分野があり
我が国のあらゆる科学
研究を支える基盤技術
である。技術のさらなる
発展が世界的にも期待
されているので、本分野
に継続して推進すること
は、科学技術立国日本
にとって不可欠である。

6618
公益
法人

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

旧知的クラスター事業
は、１期5カ年の計画で
各々の地域、参加研究
者や企業等が取組んで
いるものです。地域が
各々の特性を活かしつ
つ実情に合わせた推進
をしており、科学技術駆
動型の地域発展を目指
した地域構想の策定
や、イノベーションの仕
組みづくりの契機となる

全国の主要地域におい
てそれぞれ特徴を持っ
た研究とその実用化に
取組むことは、実用化
を通じた地域の活性化
や国際展開、広域展開
の可能性を広げること
につながっており、我が
国全体としての底上げ
につながっています。ま
た、若手の研究者にと
っても専門性を活かし
た挑戦の場を求めるこ

5



ことから、今後とも強力
に進めることが望まれ
ます。

とができることから、研
究人材の確保、育成の
ためにも非常に重要で
す。

6619
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20006

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンドアク
セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

このまま
推進す
べき

周波数の利用向上は、
本施策の実施が不可欠
と思われます。

周波数の利用向上に向
けたホワイトスペース研
究は、技術の活用モデ
ルとして、幅広い市場へ
の活性化を提案され、
経済的効果・社会的効
果が大きいと思われる
ます。早急の研究目標
達成・普及への活動を
行って欲しい。

6620

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

世界に伍し世界のトップ
の競争力を有する大学
づくりを大学機能の
様々な分野において積
極的に行っていただき
たい。それにより、世界
をリードする第一級の
力量を持つ研究者育成
に尚一層努力していた
だきたい。

大学および大学院によ
る人材育成とそれを有
効に活用する社会の仕
組み作りがわが国が生
き残り世界をリードして
いくために必須の要素
である。

6621

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 まず、採用人事の透
明化と人事担当者の能
力確保の担保が必要。
透明化はある程度進ん
でいるかもしれないが、
研究業績の低いもの
が、学内力学によって
審査員となり自分より業
績の高いものを落とす
という人事が起こるとき
がある。 
 そこで、人事に際し推
薦状3通の義務化と業
績判断より作成したショ
ートリストを該当分野の
中立的立場の海外の研
究者に送り意見を求め
る等、欧米で行われて
いる制度と同程度の制
度で行い、ショートリスト
を含めすべて公開する
こと。また、業績的に適
任がなければ該当なし
を許可すること。 
 また、人事経過と採用
者の雇用後の業績に対
して公の期間でレビュ
ーを行い結果を公表す
ることも義務化する。

数年前、研究業績がな
い人間が准教授として
採用され私は最後の1
人と先方に言われなが
ら落とされるという不透
明な人事に遭遇した。
採用された人間は私と
同年齢、分野もまったく
同じだった。採用理由
は定かではないが、大
学内にいた方の圧力と
自分よりも業績が上の
人間を好ましく思わない
教員たちの圧力があっ
たと聞いている。なお採
用された者は依然研究
業績をあげていない。 
研究業績のある人間を
避ける人事が行われて
いるようではテニュアト
ラック制度は意味を成さ
ない。税金で行う以上
国の財産を育成ことに
なるのだから、人事の
透明化と説明責任は果
たすべきであり、世界的
に評価されている人間
こそ採用すべきである。

プリンタブルエレクトロ
ニクスは半導体デバイ
スの製造コストを劇的に

長引く不況で多くの国
内半導体デバイスメー
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6622
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

下げる画期的な技術で
ある。柔らかい液晶画
面、折り込み広告や缶
飲料への使い捨てチッ
プ印刷など多方面での
応用を含め、この技術
の普及が今後の一般生
活も変貌させうる大きな
可能性を秘めている。
また、従来の半導体デ
バイス製造方法に比較
して省資源、省エネル
ギーであり環境負荷が
小さいことから世界的に
も注目され、活用のた
めの研究も大いに活発
化する事が必至であ
る。予算を増額してでも
他国よりリードを広げる
べきと思う。

カーは新規開発投資に
消極的にならざるを得
ず、且つ有力パテントが
少数企業に集中するの
も日本全体のためにな
らない。ここは独立行政
法人研究所が民間企業
をとりまとめ、他国との
競争を有利に運ぶべき
と思う。 
圧倒的な一位であれば
新業界でのデファクトス
タンダード、規格化もス
ムーズに決められ、今
後の持続的な発展に大
きく寄与することにな
る。いま、国と民間企業
が一致団結し努力すれ
ば、それが狙えるポジ
ションにいるのだから。

6623
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

本施策の中でも「革新
的光通信インフラ技術」
については、将来の光
通信システムの伝送媒
体技術そのものの研究
開発を担うものである。
将来のFTTHおよび光
ネットワーク上で展開さ
れる多様な光サービス
を支える基盤インフラ技
術の研究開発として、
極めて重要あると考え
る。

現在の情報通信ネット
ワーク情報量の増加が
今後も継続することを考
えると、現行の光ファイ
バの能力では伝送容量
が明らかに不足する。
具体的には、Tbpsから
Pbpsへの３桁を超える
伝送容量を実現するこ
とが必要となる。現時点
では、この要求条件を
満たす技術が開発され
ていない。情報通信技
術の最先端を進んでい
る日本にとって、国内に
限らず、国際競争力強
化を目指した光通信イ
ンフラ技術に関する研
究開発は必要に迫られ
ている。

6624

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20106
準天頂衛星
システムの研
究開発

このまま
推進す
べき

米国システムに頼らず
に、我が国独自のシス
テムだけで高度なナビ
ゲーションを実現できる
ようにするべきである。
必要な数の衛星を速や
かに打ち上げるととも
に、責任ある安定した
運用体制を確立するべ
きである。ただし、米国
システムとの互換があ
るシステムにし、国際競
争による端末価格の低
下と利便性の向上をは
かった方が良い。

今日、衛星ナビゲーショ
ンシステムは国民の生
活や安全安心にも直結
した重要なシステムで
ある。道路、鉄道、電
力、水道などにならぶ
重要インフラであり、日
本国が自国の責任で運
用できるようにするべき
である。ただし、独自の
規格になってしまうと、
端末価格が高止まりし
て利用者が増えない。
日本独自の規格による
携帯電話が、メーカー
の国際競争力を奪って
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しまったという教訓を活
かすべきである。

6625

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

本施策は細胞、タンパ
ク質の機能、構造を分
子レベルで解明すると
いう困難な課題です。 
欧米先進国でも大きな
予算措置の基に不断の
チャレンジが続けられて
いる課題です。日本の
未来を考えると、本施策
を中断する事は許され
ないと愚考します。

本施策は、今日本の直
面している、老齢化、健
康、介護等の様々な社
会問題の解決に大きな
意義を持つと考えられ
ます。また、高度な研究
機器、研究技術の開
発、それに携わる有能
な多くの人材の育成が
必須の分野でもあり、２
１世紀の人と日本の科
学技術のポテンシャル
維持の観点からも推進
して欲しいと考えており
ます。

6626

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

理化学研究所の有する
RIBFによる重イオンを
用いた研究は、天体の
中でおこる現象を地上
で実現するもので、宇
宙の歴史と物質生成機
構を解明することを可
能にする。また重イオン
は医療や新物質の応用
面での貢献も期待され
る。基礎科学の推進と
応用を実現することで、
世界をリードする日本を
発展させるために重要
な研究施設である。

簡単な基本法則から現
在の物質世界が出来上
がる仕組みを理解する
ことで、宇宙の歴史を解
き明かすことができる。
特に原子核の性質を探
る研究は物質の性質と
密接に関連するので、
理学のみならず、工学、
医学など幅広い分野へ
の応用が期待される。
このような広い分野で
世界をリードする人材を
育成することにもなり、
今後日本の将来像を考
える上できわめて重要
である。

6627

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27024
高効率水素
製造等技術
開発

このまま
推進す
べき

水素はエネルギー利用
効率面で最も優れたも
のであり、水素供給に
関わる技術開発を国の
施策として推進すること
の重要性は、改めて指
摘するまでもない。現実
的に、水素を大量に製
造・供給するにあたって
は、既存設備の有効活
用が官民の負荷を下げ
るものとなり、石油精製
工程で不可欠な水素製
造プロセスを飛躍的に
効率化し、一般社会へ
の水素供給に活用する
という本件の着眼は、
経済合理性にも適うも
のとして、時宜を得た優
れた施策であると言え
る。

一般に、製油所の水素
製造装置で製造される
水素の純度は９７％程
度であり、一般社会に
供給するには９９．９
９％にまで高める必要
がある。これを、既存技
術の組み合わせで行え
ば、水素回収率、エネ
ルギー利用効率とも非
常に低いものとなるた
め、省エネルギー分離
技術としてポテンシャル
が高い膜分離技術を組
み合わせる本施策の成
果への期待は非常に大
きいものがある。特に、
膜分離技術を水素製造
工程のコア部分に組み
込む発想は極めて先端
的であり、石油の高度
利用の観点からも重要
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性は特筆される。

6628

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学等が持続的な成
長・発展を遂げていくた
めには、イノベーション
により新たな価値を生
み出すことが必要不可
欠であり、教育力・研究
力を強化する。また、大
学附属病院においては
質の高い医療を提供す
るためにも、本事業は
極めて重要である。

豊かな人材養成や独創
的・先端的な学術研究
を推進するために安全
性(耐震等)・機能性に問
題のある既存建物の改
善、高度化・多様化する
教育研究活動に必要な
新たなスペースの確
保。また、地域医療の
最後の砦となる大学附
属病院の再生を行い、
高度先端医療等の提供
を行うことは、国民にと
って有益なことである。

6629
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

このまま
推進す
べき

予算をへらして、技術が
海外に流失したらどうす
るつもりか。

世間の注目が集まった
とか、結果的に失敗（に
見える）とかいう理由で
予算を変動させるべき
ものではない。

6630
公益
法人

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム)

このまま
推進す
べき

地方発の新技術開発に
役立っている。

地方でも多くの大学研
究者、研究開発型企業
があり、国のプロジェク
トを構築するにあたり、
選抜プロセスが必要と
なっている。このプロセ
スにより競争原理が働
き、よりよい新技術開発
を目指そうとする動きを
促進している。

6631

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

能力・向上心を持つ若
手研究者を育成する非
常に有効な施策であ
り、推進することが望ま
れる。本施策によって、
形骸化・固定化した大
学での人事制度の改
革・有能な教育者・研究
者の育成が可能である
と考える。

テニュアトラックポジショ
ンにある研究者と、そう
でない助教との成果発
表数・講義評価などに
は明白な違いが見ら
れ、研究者・教育者の
育成に非常に有効であ
ることが明らかである。
また、施策の対象となっ
ていない若手研究者に
も、将来に対する希望
や向上心を与えてい
る。10年後の大学の教
員の質向上が確実に望
める施策であり、是非と
も継続すべきである。

6632
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

このまま
推進す
べき

優れた外部人材を活用
することによって、小学
校における理科教育の
充実を図る施策として
評価できる。現在、多く
の小学校でこうした外
部講師をお願いしてる
が、財政的な支援がな
く、多くの場合手弁当で

現在、理科基礎教育に
おける優秀な人材が決
定的に不足してると感じ
る。理科が好きな、得意
な教員によって子供た
ちが教育されるのが理
想的だが、現在は非常
に基礎的な知識も危う
い教員が理科教育に携
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設試
等）

行なわれている。理科
実験自体にも材料費が
かかり、負担は小さくな
い。この点を国の施策と
して支援することは大
変意義がある。

わっている。優れた外
部人材の活用によっ
て、小学校教員の研修
効果も期待できるので
はないか。

6633

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

大学院教育の支援策と
して重要なものだと思い
ます。

新たな成長分野で世界
を牽引するリーダーを
養成することは，天然資
源に乏しい我が国にと
って，今後の発展・成長
に直結する重要なこと
であり，この施策は必要
なものだと思います。

6634

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

学振の採用人数が減少
しているため博士課程
の学生の多くは苦しん
でいると聞いています。
私はこうした意見と将来
のことも考えて博士課
程に進学するのを断念
しました。私を同じ考え
の人は数多くいると思
います。ぜひ志半ばで
道を途絶えてしまう人が
これ以上でないようよろ
しくお願いします。

同上

6635

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

この施策は推進すべき
であると考えます。この
ような施策に力を入れ
ていかないと、研究をし
たい学生が経済的に進
学できない状況に陥り、
若手研究者が減少し、
将来の日本の科学技術
が衰退すると考えます。

グローバルCOEプログ
ラムのリサーチアシスタ
ントとして研究補助をし
得た給与と奨学金のみ
で、博士後期過程の研
究生活を送っており、こ
の施策がなければ生活
ができません。他の学
生も同じように経済的に
苦心しており、経済的に
不可能であるとして博
士課程進学を諦めた友
人もおりました。将来の
科学技術の進展の為に
はこの施策は必要であ
ると考え、推進していく
べきであると考えます。

6636
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ

このまま
推進す
べき

本施策を推進し、さらな
る人材強化・育成への
施策へと発展させること
を希望します。

本プログラムは他に類
をみない独自の人財強
化策として機能してお
り、さらなる推進に値す
ると考えます。比較的近
い研究領域の研究者が
分野を越えて集まる機
会を提供し、研究の推
進にも大いに役立って
おります。 
また、若手の段階でセミ
ナーやアウトリーチ活動
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設試
等）

ム のオーガナイズに関与
できる機会を得ることが
でき、今後研究者にま
すます求められる能力
を若手のうちから身をも
って学ぶことができるこ
とも重要な点です。

6637

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進す
べき

プログラムは当初計画
された通りに推進すべ
き 

プログラムが企画され
た段階でその領域に精
通する研究者および関
係者が熟考し予算を組
み推進しているのだか
らこのまま推進すべき
である。

6638

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

金額が少ないくらいであ
る．

金額は，年々，上昇して
はいるが，海外の研究
費と比較するとまだまだ
である． 
 
国だけでなく，企業から
も多くの研究費予算が
配分される施策も重要
だ．

6639
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発 

このまま
推進す
べき

重質油等の高度処理技
術の開発をぜひ国家と
して推進していただきた
い。特に低品位留分の
高付加価値化は、日本
の石油産業の強化に不
可欠と考える。

日本のエネルギーセキ
ュリティの観点からも石
油産業の維持強化は、
重要な課題であると考
える。今後余剰の想定
される重質油等の高度
処理技術の開発は、非
常に難易度が高くチャ
レンジングなテーマでは
あるが、日本の石油産
業の競争力強化のため
にも、ぜひ国家として本
開発を推進して欲しい。

6640
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20118

未利用周波
数帯への無
線システムの
移行促進に
向けた基礎
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

高度情報化社会になっ
て行く現在、情報通信
は、屋外（大規模災害、
遠隔医療、スポーツ中
継など）、屋内（超リアリ
ティ・ワイヤレスディスプ
レイ、瞬間データトラン
スファ）、ビジネス（ワイ
ヤレス・クラウドＰＣ、遠
隔会議（３Ｄ）、ロボット
遠隔制御）などの社会
において必須項目であ
る。

世界に冠たる通信技
術、日本が得意とする
画像技術（五感）を生か
すためにもＩＳＯ等の国
際標準化に向け、人、
お金を国家として積極
的に注ぐべきである。折
角努力した最先端技術
が、ＩＳＯ取得に対し韓
国、米国に負かてしま
えば、元の木阿弥となっ
てしまう。

大学・
公的
研究 ナショナルバイオリソー

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトは、今後
の日本の生命科学研究
の基盤になるプロジェク
トであり、日本が将来他
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6641

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

スプロジェクトを推進し、
さらに拡充させていくべ
きであると考えます。

国との競争に勝つため
に必要不可欠であると
考えます。酵母など生
命の根幹を知るための
リソースから、菊など日
本固有のリソースまで、
幅広い整備が今後一層
望まれます。

6642

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24191
第26号科学
衛星
（ASTRO-H）

このまま
推進す
べき

ASTRO-Hにより、宇宙
論、ブラックホール、降
着円盤、ジェットといっ
たダイナミックな宇宙の
解明を進めることができ
る。

X線天文学は大気があ
るため、地上から観測
することは難しい。突発
現象の観測のために
も、継続してX線望遠鏡
を展開、発展させていく
ことが重要である。

6643
その
他

20～
29歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

免疫医療の実用化を進
めてほしい

企業の採算に合わない
ので研究が進まないと
新聞にあったが、そうい
うのこそ国が進めるべ
きではないか。

6644
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27157

小型化等に
よる先進的
宇宙システム
の研究開発

このまま
推進す
べき

開発から利用への転換
点にある我が国宇宙産
業。近年振興国を中心
に低コスト、短期間で打
ち上げられる小型衛星
の需要が大きくなりつつ
あり、まさに開発から利
用へ、ビジネス展開の
好機である。本施策は
低コスト、短期開発、高
性能小型人工衛星の研
究開発であり、積極的
にすすめるべき施策で
ある。    

人工衛星ビジネス市場
は、欧米企業が大型衛
星市場を独占している
状態である。一方近年
振興国を中心に低コス
ト、短期間で打ち上げら
れる小型衛星の需要が
大きくなりつつあり、欧
米においても、大型だ
けでなく即応型の小型
衛星の開発が進めら
れ、インドやイスラエル
等も小型衛星の開発が
進められている。本施
策は低コスト、短期開
発、高性能小型人工衛
星の研究開発であり、
我が国宇宙産業が世界
の人工衛星ビジネス市
場への参入の好機であ
る現在、まさに積極的
にすすめるべき施策で
ある。  

6645
その
他

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

我が国の光通信産業
は、国の基幹産業とし
てもっとも重要です。光
通信産業に力を注ぐこ
とこそ雇用対策にもつ
ながりますし、我が国の
これからのせいちょう著
しいであろう産業の分
野です。ですから、光通
信産業の研究開発を強
力に推進することが、
益々国として力を入れ

光通信産業は、すべて
の産業の基盤になるも
のである。光通信産業
は、これからの２１世紀
の日本で最も成長が見
込める最も重要なIT産
業だからです。
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るべきぶんやであると
考えます。

6646

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24154
研究者の養
成（海外特別
研究員等）

このまま
推進す
べき

若手の育成のために、
この制度は必要です。

現在の日本は(少なくと
も論文数などでは）科学
の水準が諸外国に比べ
て落ちてきているという
調査があります。次世
代を担う若手のために
投資していただきたい
です。 

6647
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

「ターゲットタンパク質研
究プログラム」は困難で
はあるが重要なタンパ
ク質の研究へ焦点を絞
って推進されており、新
聞に報道されるような成
果がいくつも発表されて
いる。また、地味ではあ
るが国際的な学術分野
を先導するような成果も
続々と報告されている。
プロジェクトを完遂し、
国際的責任を果たすた
めには最終年度である
23年度には特に重点的
な予算配分が必要であ
る。本年度より減額され
た23年度予算要求額が
さらに減額されること
は、国際的、学術的責
任という観点から絶対
にあってはならない。

困難ではあるが学術的
に重要な基礎研究を先
端的に推進することに
より、誰もが予想しなか
った革命的技術革新が
成された例は過去の歴
史が雄弁に物語ってい
る。「ターゲットタンパク
質研究プログラム」で、
最近、チトクロム酸化酵
素の高分解能解析によ
って全く新しい創薬への
アプローチが生まれて
いることはその好例で
ある。本プログラムは学
術的進歩に大きく貢献
するだけではなく革新
的に新規な応用への貢
献にとっても必要不可
欠である。

6648

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

このような事業があるこ
とによって生まれる物が
たくさんあると思いま
す。 
・未来につながるもの 
・雇用 
・地域社会、学生とのつ
ながり

最終的には利益を生み
出し、地域が潤うことが
目的ですが、今の生活
のための利益追求にな
ると、今の時点での目
的物しかできず、それ
は地域の工場などでも
できますが、このような
事業を大学や一部の企
業が担うこうとによって
将来に向けての新しい
ものが生まれてくると思
います。

6649
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24183
地震・津波観
測監視シス
テム

このまま
推進す
べき 海溝型地震による被害

想定は８０兆円を超える
と聞きます。この被害の
軽減、国民の命を守る
ために、是非推進して

何十億光年彼方の宇宙
のことは明らかになって
きていますが、私たちが
生活している大地のこと
は、目に触れることがな
いので、いまだに分から
ないことがたくさんある
と思います。これを明ら
かにするには、地道な
観測・監視が続けるし
かないと思います。 
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ほしいと思います。 これを続ければ、地震
防災に寄与するだけで
なく、必要となる観測機
器や設置技術の向上を
促し、日本全体の科学
技術のさらなる発展に
つながると考えます。

6650

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は主
に若手の研究者が研究
を行うのに必須の施策
であり、このまま継続し
て行うことが重要だと考
えます。

大学での研究費は主に
大学からの運営交付金
と競争的資金で賄われ
ており、多くの2,30台の
若手の研究者が自由に
使える研究費は主に科
研費に限られている。
大学での研究は主に若
手の研究者が担ってお
り、そこを支援すること
は日本の科学技術水準
を維持するのに必須で
あると考えられる。

6651

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

私はこの予算で大学で
臨時職員をしているも
のですが、働きはじめて
こういう予算でたくさん
の人が働いているとい
うことを知りました。 
成果がなかなか短い期
間では出ない分野でも
あり、事務的な部分で
非常に厳しい面もあり、
全部いっぺんになくすと
いうのはどうかと思いま
す。

雇用の面でも、この事
業がなくなるということ
は多くの失業者が出す
ことになると思います。

6652

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設

このまま
推進す
べき

Ｊ－ＰＡＲＣは今後も強
力に推進すべきであ
る。

Ｊ－ＰＡＲＣは総合的な
研究が可能な多目的施
設である。現在、２次ハ
ドロンビームに関する研
究が遅れていると言わ
ざるをえず、これをも強
化して、世界の拠点とし
ての地位をさらに高め
る必要がある。

6653
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

セルイノベーションプロ
ジェクトでは、成果の達
成レベルを吟味しなが
ら戦略を精査し、我が
国がリードできる分野に
集中すべきである。一
方、ターゲットタンパク
研究プログラムではこ
れまで整備が進められ
てきた研究基盤をプロ
グラム外にも積極的に
開放し、広くライフサイ
エンス研究、医療・創
薬、グリーンイノベーシ

次世代シーケンサ―に
ついては開発、その導
入レベルにおいて欧米
はおろか、韓国など近
隣諸国でも驚異的な進
展があり、我が国の状
況はかなり厳しく、新た
な戦略が必要。今夏か
ら米国ＮＩＨの構造ゲノ
ムプロジェクトが立ち上
がったが、これまでと違
い、生物学、医学・薬学
等へ貢献するために大
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等） ョン等の分野で活用す
べきである。さらに、理
想的には、遺伝子情報
と遺伝子産物である蛋
白質の両者を包含して
生命科学研究に資する
ことの検討も必要。

きく舵を切ったが、これ
はまさにターゲットタン
パク研究プログラムが
その根幹に置いている
考えかたであり、世界
的な潮流となりつつあ
る。

6654

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

民間企業では行われな
い基礎科学、特に世界
有数な規模を誇る高エ
ネルギー陽子加速器 
J-PARK は政府が主体
となって推し進める他に
発展しないので、ぜひと
も推進していただきた
い。

大規模な高エネルギー
陽子加速器は世界でも
アメリカ、ヨーロッパにし
か無く、そのどれもが研
究対象の異なるもので
ある。これにより日本が
世界的な拠点となり最
先端の研究を行うことで
世界をリードできる。ま
た研究分野は素粒子、
原子核、物性と多岐に
わたり、広い範囲の研
究を促す土台となると
考えられる。 

6655
民間
企業

50～
59歳

国土
交通
省

28002

中古住宅流
通促進・スト
ック再生に向
けた既存住
宅等の性能
評価技術の
開発

このまま
推進す
べき

推進すべきです。昨今、
ICT技術の進化、コンピ
ュータ性能及びソフトウ
ェア技術の著しい向上
により、3次元CADや
BIM（Building 
Information Modeling）を
活用した新しい取り組
みが民間レベルでは非
常に活発になってきて
おります。これらの技術
を政策の推進に積極的
に取り入れていくべきだ
と考えます。テクノロジ
ーはイノベーションを起
こし、困難な課題を解決
する可能性を持ってい
ます。

平成18年に公布された
住生活基本法では「作
っては壊す」から「いい
ものを作って、きちんと
手入れして、長く大切に
使う」という考え方に大
きく政策を転換しまし
た。そして長期優良住
宅普及促進法によっ
て、高品質・省CO2の住
宅建設及び中古住宅の
高寿命化を促進してき
ています。その背景に
あるのは3次元CADや
BIMを使った高度な計
算と情報処理の能力で
す。今後中古住宅の流
通を促進するためには
これらの技術を使った
研究が不可欠と考えま
す。

6656

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

一部の私立大学のテニ
ュアトラック制の悪用を
阻止するシステムが必
要である。

テニュアトラック制が若
い研究者の将来を不安
定にさせるケースも多
い。任期制を導入して
いる大学の多くは、研
究者の将来よりは人件
費削減の方法として導
入していることがある。

大学・
公的
研究 地域イノベー 改善・見

上記イノベーションクラ
スタプログラムは，地域
企業と広範囲の連携に
より，大学の知的シー

景気不振の日本経済の
現状を打開するために
は，日本企業の持つモ
ノづくりの技術をいかに
新しい研究シーズ（大学
が強みを持つ）との効
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6657

機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

ションクラス
タープログラ
ム

直しをし
た上で推
進すべき

ズと企業のモノづくりの
匠をうまく融合してい
る。企業と大学ともに活
性化し，日本経済の発
展と今後の産業基盤の
構築と革新にすごく貢
献している

率よく連携して，製品化
することは非常に重要
である。本プロジェクト
はまさに企業との連携
による製品開発を目的
にしており，日本のモノ
づくり技術立国に寄与し
ている

6658

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学等は、我が国の教
育及び学術研究の根幹
を支えるものであり、将
来にわたる社会の発展
の基盤の構築に寄与す
べきものとして、国際的
な魅力を発揮し、知の
拠点としての役割を果
たしていることが期待さ
れている。 
国立大学法人等が創造
性豊かな人材養成や独
創的・先端的な学術研
究、高度先端医療等を
推進するための基盤と
なる施設の整備が必要
である。

国立大学法人等は、国
の施設整備方針を踏ま
えた施設整備補助金に
よる整備に加えて、自ら
の経営判断により施設
やキャンパスの個性化
を図るなど、自主的、自
律的に多様な財源を活
用した施設整備を実施
してきている。今後も第
２期中期目標・中期計
画を踏まえた施設整
備・活用を進めていく上
で、国と国立大学法人
が適切な役割分担を図
りつつ、これまで以上に
効果的かつ戦略的対応
をするために必要であ
る。

6659

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術

このまま
推進す
べき

光科学技術及び量子ビ
ーム技術の発展によ
り、これまで困難であっ
た、あるいは時間がか
かっていた研究開発が
効率的に実現可能とな
る。世界の産業界との
競争にも打ち勝つこと
ができる。また、大型施
設でしかできなかった研
究開発が、民間研究施
設で行うことが可能とな
るので、これら技術は日
本の産業界の発展にも
直結する重要なもので
あると思われる。

光科学技術及び量子ビ
ーム技術は、ナノテクノ
ロジー・材料、ライフサ
イエンス、情報通信等
の科学技術の発展に直
結し、我々の生活にも
直結しうるものである。
これらの技術革新によ
り新製品や新技術が開
発されれば、我々の生
活がより豊かになり、ま
た世界の産業界との競
争にも打ち勝つことがで
き、日本の産業界が世
界をリードするためのキ
ーポイントとなるものと
思われる。従って、この
まま着実に推進すべき
である。

6660 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業 

このまま
推進す
べき

日本が科学技術大国と
しての立場を維持する
ためには優秀な若手研
究者が育っていかなくて
はならず、そのために
は特別研究員事業のよ

優秀な若手研究者を育
てるためには、大学院
を博士課程終了まで通
わせなければならない
が、そのためには多くの
お金が必要となる。ま
た、大学の近くに住居を
移して研究に集中でき
る環境を得るためには
さらにお金がかかるた
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設試
等）

うに若手研究者を支援
する制度が必ず必要と
なる。

め、このような制度がも
し減額でもされてしまっ
ては裕福な家庭に生ま
れた人しか研究者にな
ることができなくなってし
まう。

6661

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

これまで以上に拡充し
て，推進すべき．

国立大学は，法人化以
降毎年予算額が削減さ
れ，大学が研究と教育
の責任を負えなくなるほ
ど，施設・設備の老朽
化，陳腐化が進んでし
まった．そのような状況
下，優秀な学生を育て
ることも，国際的に競争
力ある研究を進めるこ
とも困難となってきてい
る． 
是非とも施設等の整備
を進めてほしい． 
（しかも，施設，設備の
拡充は，教育と研究に
役立つばかりでなく，”
公共事業”としての側面
もあり，景気回復の１つ
の策としても大変有効
な施策と思われる．） 

6662

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

このまま
推進す
べき

特に（３）「緑の絆」（環
境エネルギー技術国際
展開）事業が重要であ
ると考える。アジア地域
での日本の環境先進国
の優位性を活かして、
多くの優秀な留学生に
日本の大学に目を向け
させる戦略的な目玉に
すべきである。

アジアからの留学生、
特に中国からの留学生
は最優秀な学生は米国
へ、2番手が欧州へ、日
本には文科省奨学金が
あっても3番手が来ると
いう残念な状況にあり、
このままでは彼らに期
待して日本を求心力と
するアジア経済圏の構
築という構想の実現が
危うい。日本が得意とす
る環境、省エネルギー、
ICT活用による新たな環
境型社会シシテム、
等々の面で留学生に対
して世界一魅力的な教
育研究環境を提供出来
るようにすることは、環
境分野に留まらず日本
の大学へ優秀な留学生
を引きつけることに大き
な効果を発揮しよう。

J-PARCは現在世界最
強の強度を誇る加速器
であり、世界で唯一行
える実験が多く提案さ
れている。 
ハドロンホールでは特

J-PARCはonly oneであ
り、No1の加速器であ
る。国際的に日本が発
言力を保つためには科
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6663

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

にユニークな実験が計
画されており、国際的に
も注目されている。 
現在、世界初の技術を
いくつも用いているた
め、稼働初期段階の現
在、おおくのトラブルが
生じることが予測され
る。日本国をあげてそ
れらの問題に対してサ
ポートを行い、おおいに
推進すべき計画であ
る。

学技術力をもってのみ
であると考える。同施設
は物理学の国際的な拠
点と成ることが期待さ
れ、またノーベル賞が
期待される実験がいく
つも計画されている。稼
働したばかりであるが
すでにおおくの成果を
上げている。これからい
っそう期待のできる施設
である。 

6664
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開-最先
端宇宙科学・
技術と人材
育成をセット
にした新たな
海外展開戦
略-

このまま
推進す
べき

日本の優れた宇宙技術
を平和利用に基づいて
発展途上にある諸外国
へ提供、推進していく事
は国内の産業の発展に
寄与するものであると
強く思います。 
今後も官民連携による
積極的なプログラムの
推進を期待します。

日本は過去の打上げ失
敗などの経験から海外
への積極展開に自粛傾
向にあった期間があっ
たと感じています。しか
し、最近では2007年の
H-117号機打上げ成功
移行、目覚しい成功率
を誇っています。しかし
ながら欧米を中心とす
る宇宙産業先進国には
外国への販売実績で大
きく水をあけられていま
す。これを打破するには
官民の優れた技術の連
携により産業推進が必
要と思います。

6665
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

KEKBの高度化やJ-
PARCなど、加速器によ
る基礎科学を進めてほ
しい

現存する世界に誇る施
設を無駄にすべきでな
いと思う。 

6666

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基本的にこのまま推進
すべきであるが、今後、
特にグリーンイノベーシ
ョンにかかわる基礎研
究にも特別に課題を設
定し、重点的に投資す

科学研究費補助金は研
究者の創意工夫に基づ
くボトムアップ的な研究
を大きく支援しており、
日本の学術研究の基盤
を支えている。昨今、グ
リーンイノベーションに
かかわる研究がクロー
ズアップされているが、
グリーンイノベーション
の目指す地球規模の環
境・資源・エネルギー問
題を解決するために
は、文系から理系にま
たがる総合的かつ基盤
的な知の蓄積があって
革新的な技術や発見が
可能となると考えられ
る。したがって、科学研
究補助金制度は基盤的
知の蓄積に必須であ
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設試
等）

べきである。 る。 
 グリーンイノベーション
の中でも人間社会およ
び生態系において、物
質生産、食糧生産、炭
素固定、バイオマス生
産という必須の役割を
担う植物科学研究は大
いに振興すべきであ
る。国際的な学術的貢
献、技術的貢献、地球
環境問題の解決、食糧
問題の解決には植物科
学研究の進展なくして
は達成されないと考え
る。

6667

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

多くの若手研究者がそ
れぞれ個々の能力が発
揮され、研究に集中、専
念できるような環境を増
やす必要がある。

現在、若手研究者の数
に対して研究員等のポ
ストの数が少ないと感じ
る。我が国が科学にお
いて世界をリードするた
めには多くの若手研究
者にそのような研究環
境を与えることが重要
であると思う。

6668
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20006

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンド アク
セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術 の研
究開発

このまま
推進す
べき

周波数は一部の大企業
によって都合よく利用さ
れるべきものではないと
考えます。 
周波数は誰にでも平等
に利用される必要があ
ります。 
ホワイトスペースにおい
て、平等に利用される
事と正しく管理される事
の両方を実現する技術
開発は、国が主導して
開発を進めていく分野
であると思います。

体力のある大企業が都
合よくホワイトスペース
利用技術の開発を進
め、その技術が普及し
ていくと、周波数の平等
利用という観点が失わ
れる可能性がありま
す。開発企業に不利益
な技術は避けるのでは
ないかと懸念します。例
えば既存通信事業者は
自社のインフラ収入が
増えるような仕組みを
取り入れる可能性があ
ります。国が主管し、大
企業だけではなく公募
により選考した民間企
業、大学、研究機関等
の知見を組合せて平
等、公正なホワイトスペ
ース利用技術の開発を
進めるべきだと考えま
す。

6669

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

50～
59歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
政策を推進
する実用技
術開発事業

このまま
推進す
べき

当事業は、基礎的研究
のみでなく、実用化を目
指した研究事業であ
る。厳しい農業経営を
支援するためにに必要
不可欠な事業であり、

農業の担い手の減少や
高齢化、生産コストの上
昇等農業がかかえる問
題は多い。これらを技
術的な方策で解決する
ためには、省力技術や
経営安定技術の開発が
強く望まれる。この事業
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設試
等）

今後も推進すべきであ
る。

は、現場ニーズを踏ま
えた実用化研究を推進
するものであり、有効性
が極めて高いため。

6670

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

物理基礎研究から医
療、工業研究に至る多
くの分野の発展を加納
とする大強度陽子加速
器施設の事業は、今ま
で以上に推進していくべ
きだと考える。特に加速
器の性能向上、原子核
実験のための実験ホー
ルの拡張は、今後の発
展の上で必須であると
考える。

現在の運用は、まだ非
常に限られたものであ
り、このさき発展の余地
がまだまだ残されてい
る。特に、直接的な利益
が分かりにくい物理基
礎研究はなおざりにさ
れがちである。この事業
の推進具合によって今
後の発展が大きく左右
されることは明らかであ
る。この事業が縮小す
ることがあれば、国にと
って多大なる損失となる
と考える。

6671

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○ 我が国の研究者の
研究活動を支える重要
な競争的資金であり、
予算規模を拡充すべき
である。 
○ 研究者の研究活動
を支援する重要な制度
であり、着実な予算確
保が必要。 
○ 基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で
きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 
○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。

6672

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進す
べき

当初計画された通りに
推進すべきである。

プログラムが企画され
た段階でその領域に精
通する研究者および関
係者が熟考し予算を組
み推進しているのだか
らこのまま推進すべき
である。

6673
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学の教育研究環境を
改善するためには、施
設の耐震化や狭隘対応
にかかる予算は必要だ
と思います。

大学における研究は、
産業等への波及効果が
あり、日本全体に夢や
希望を与える独創的な
研究も行っている。これ
らをさらに推し進めるた
めにも研究施設の整備
は重要だと考えるため。
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6674

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20116
電磁波計測
基盤技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

宇宙環境計測分野にお
いては，宇宙から地球
気象までの広い範囲を
総合的に観測し，モデリ
ングと組み合わせて，
大規模データベースとし
て共有し理解すること
が重要である。宇宙環
境計測に関して，情報
通信研究機構は，世界
的にも高い研究ポテン
シャル・設備を有してい
る。本施策「電磁波計測
基盤技術の研究開発」
の宇宙・地球環境観測
における大規模データ
ベース等は，宇宙環境
計測の推進に貢献する
とともに，国内外の研究
者に広く利用されること
が期待でき，支援すべ
き施策であると思われ
る。

情報通信研究機構は，
国内の宇宙環境計測分
野の研究拠点として，
国内外の研究者を惹き
つける高い研究ポテン
シャル・大型設備・技術
力を兼ね備えている。ま
た，高精度の標準電波
システムを保有・管理
し，世界的にも高い信
頼度で日本の時間を守
っている。これら研究設
備・電波技術に対する
技術力を効果的に運用
するためには，長期に
わたる運営経費・推進
が不可欠であると思わ
れる。

6675

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

本施策は大学院生の研
究補助の上で大きな意
義があったと考える。大
学院生は本施策により
個人の裁量での研究活
動という面への自由度
を持つことができた。す
ぐれた若手研究者の育
成に本施策は大きく貢
献していると考える。

本施策により大学院生
は研究奨励費や研究補
助員としての給与を得
ることができた。これら
により院生個人の研究
活動も大きな広がりを
持てたと考える。すぐれ
た若手研究者の育成を
念頭に置いた場合、本
施策の推進は非常に重
要であろう。

6676
その
他

60歳
～

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（化学
品原料の転
換・多様化を
可能とする革
新グリーン技
術の開発）

このまま
推進す
べき

バイオマスリファイナリ
ー推進のため有効な事
業と思う。

バイオマス活用技術の
拡大と、化学産業の新
たな発展の方向性とし
て期待できる。

大学・

光ファイバによる情報
通信への貢献によっ
て、元香港中文大学長
のチャールズ・カオ博士
に2009年のノーベル物
理学賞が授与されたこ
とは記憶に新しい。カオ
博士が、1966年に、不
純物を極限まで減らす
ことで100キロメートル

過去20年間に1000倍の
大容量化を達成したフ
ォトニックネットワーク
は、いまやその存在を
意識することなく、人類
共通の社会インフラとし
て、まさしく空気と同じ
存在になっている。水も
電気もその社会インフラ
としての重要性は論を
待たないが、フォトニッ
クネットワークは、その
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6677

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

以上の通信が可能であ
ることを理論的に予測し
てから間もなく半世紀、
インターネットトラフィッ
クの爆発的な急増によ
って、カオ博士をはじ
め、多くの先人の絶え
間ない努力によって築
かれてきたフォトニック
ネットワークは、いま、
容量危機（Capacity 
Crunch）と電力危機に
直面しており、未来の知
識基盤社会における人
類にとって最大の脅威
になりつつある。

もって生まれた使命か
ら、時代と共に常に大
容量化、超高速化が要
求される。スーパーハイ
ビジョンや立体テレビと
いった未来アプリケーシ
ョンを実現するには、今
後20年間に1000倍の大
容量化が不可欠であ
り、フォトニックネットワ
ーク技術に関する研究
開発はこのまま推進す
べきである。また、これ
は、これまでこの分野を
先導してきた日本の世
界に対する責務であり、
若者に夢や希望を与え
ることにもなる。

6678

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

このプロジェクトは日本
国内にとどまらず、海外
の研究者にとっても非
常に役に立つもので
す。日本が生命科学の
分野で世界をリードして
いくためにも、このまま
推進すべきです。

このナショナルバイオリ
ソースプロジェクト
(NBRP)は世界中から研
究に有用な菌株などを
ストックして分譲すると
いうものですが、すでに
ある菌株を研究者が一
から作るとなると多大な
時間と労力と予算が無
駄になります。一方、
NBRPから分譲してもら
えば安価でかつ速やか
に目的の菌株を得るこ
とが出来るので、研究
のスピードも上がりま
す。これにより多くの研
究が支援されて、有用
な技術の開発の速度が
あがることが期待されま
す。

6679

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきで
ある。 
私自身、基礎科学研究
にかかわっている研究
者であるが、 
現在、ＲＩＢＦをはじめと
した加速器技術におい
て、いち早く次世代装置
を完成させ、日本は世
界を牽引する立場にあ
る。国民の血税を使い
装置を完成させ、今や
っと実りが得られるとい
う時期に装置を維持・運
転できないということ
は、余りにも馬鹿げてい
る。

日本の加速器技術・放
射線測定技術は世界か
らも特筆される技術で
ある。その最も特徴的
な例が新元素発見であ
る。現状で非常に短寿
命な原子核種は、日本
の有する施設でしか研
究することができない。
それをしっかり研究でき
ずに研究推進のスピー
ドを落とすことは、国民
の財産を浪費している
ことになるのではないだ
ろうか。また、技術的長
所をさらに伸ばすこと
は、プロジェクトの達成
を推進するだけでなく、
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新産業創出の種とな
る。

6680

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

今後も積極的に推進す
べきである。

現在の情報通信技術は
欧米発のものが多く日
本は世界をリードしてい
るとは言い難い。現在
は省エネに関する技術
を世界に先駆けて研究
開発し、世界をリードす
る大きなチャンスであ
り、そのために本事業
は継続すべきである。

6681
その
他

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業はこれから
の日本の成長産業で
す。世界中のひとのた
めにもなり、また、日本
の雇用の促進も見込め
る分野だと思うのです。

今現在の我が国の光フ
ァイバーサービスは世
界の中でトップだと聞い
ております。この地位を
維持することは、これか
らの日本の国際的地
位、国際競争力のうえ
でもとても重要なことだ
と思います。更なる、推
進をお願いいたします。
予算アップも含めて検
討してください。

6682
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

このまま
推進す
べき

今日明日成果が出ない
からと言って切り捨てる
のは愚策であると思う。
国家百年の計を思え
ば、今土壌を作ってお
かねば、あとは枯れる
だけである。

自国を誇りに思えない
事ほど情けないものは
ないと思う。日本には世
界に冠たる素晴らしき
技術と。それを支える精
神力があることを今一
度思い出したい。

6683
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷技術でエレクトロニ
クス素子を作製する技
術を完成させることは、
製造が低エネルギーで
あることに加え、社会に
広くエレクトロニクス素
子が行き渡ることで、低
エネルギー社会の実現
にもつながることが期待
されますので、意義の
深い技術開発と考えま
す。 
その実現には、技術革
新が必要であり、それを
世界に先駆けて日本で
実現することで、エレク
トロニクス産業から部材
に関連する化学産業ま
で、日本が世界をリード
することが可能と考えま
す。

エレクトロニクス素子に
おいて、ＴＦＴ技術は主
要技術であり、印刷技
術でこれを実現すること
により、広く製品開発が
展開されると考えます。
また、これらの製品は
従来の枠を超えた新た
な市場を創造すると期
待されます。 
掲げられている目標
は、実用化に向けた挑
戦的かつ妥当な設定と
考えます。 

ホワイトスペ
ースにおける

ホワイトスペースを利用
する通信システムの開
発において既存システ

ホワイトスペースの利用
は世界の先進国で技術
開発競争が行われてい
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6684
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20006

新たなブロー
ドバンドアク
セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

このまま
推進す
べき

ムに影響を与えないよ
うに、電波の空き領域を
見つけ、そこを直ちに利
用する技術の開発は喫
緊の課題である。開発
が成功すれば民間への
波及度も高いと予想さ
れる。

る分野である。各国の
対応状況を見ながら規
制・規則の設定、標準
化、技術開発を同時並
行して進める必要があ
り、国と民間の密接な
協力関係の元、技術開
発を進めて行く必要が
ある。

6685

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

インターネットを再発明
しようと言う新世代NW
に関する研究開発の競
争が日米欧等で激化し
ている。我が国は、これ
までテストベッドとしてこ
の取り組みに選考して
おり、さらに推進を加速
するための実験場とし
てテストベッドはきわめ
て重要であり、ライフ、
省エネルギーのイノベ
ーションに大きく貢献す
るものである．

新世代NWの大きな特
徴はネットワークサービ
スにより、アプリケーシ
ョンを進化させること
で、このことは、現状の
インターネットサービス
を大きく省エネルギーの
面でも革新させ、人々
の生活に大きく貢献す
る．

6686

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

世界の人口約68億人に
対して、日本の人口は
1.3億人である。そのた
め、主要な国を目指す
のではなく、特長ある魅
力的な国を目指すべき
である。その一端を担う
のが、科学技術立国で
あり、日本の科学研究
の根幹をなす科学研究
費補助金は、増額する
か、このまま推進する
べきである。

現在、日本の科学研究
の多くは、世界のトップ
レベルにある。これは、
国から科学研究への継
続的な補助金増額に起
因する。米国では、目
的を特化した研究に資
金が投入されているた
め、基盤的な研究のレ
ベルが低下している。
科学研究費補助金によ
る「研究者の自由な発
想に基づく最先端の研
究」なくして、日本の基
盤的研究レベル、国民
の良質な知識レベルの
維持・発展は困難であ
るため、増額、もしくはこ
のまま推進するべきで
ある。

6687
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

光通信は、我々の生活
に不可欠なインフラの
一つになっているばか
りでなく、世界の最先端
に属する研究、産業分
野である。通信システム
に求められる伝送容量
は、今後も爆発的に増
えることが予想される。
光通信システムを継続

システムの大容量化に
伴う消費電力増大は、
非常にシリアスな問題
になっていると考えられ
る。また、既存技術の延
長では伝送容量の拡大
には限界があり、全く新
しい手法によるブレーク
スルーが不可欠な状況
になっている。通信シス
テムは社会のインフラ
であり、国家的な取り組
みが不可欠であると考
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的に進化させていくこと
は、生活環境の充実の
みならず産業創出の面
からも非常に重要であ
るため、本施策の推進
は不可欠である。

えられる。また、国際的
な標準システムの開発
を進めることにより、国
内の産業創出につなが
る可能性がある。したが
って、本施策を積極的
に進める必要があると
考える。

6688

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

科学技術振興調整費
（科振費）は、科研費を
補完する重要な施策で
あり、今後も着実に推
進してほしい。しかしな
がら、内部が複数のプ
ログラムに分かれてお
り、さらにプロジェクトの
要件が厳しい（＝縛りが
強い）。本施策では改革
されるということなの
で、ぜひプロジェクト要
件に「ゆとり」を持たせ
るようにしてほしい。ま
た、プロジェクト間の競
争率のばらつきが大き
いと聞いている。競争率
が高いもの（＝需要の
大きいもの）にはより多
くの予算配分をするよう
に、柔軟に措置してほし
い。

科振費の枠が総合科学
技術会議の議論によっ
て決められることは承
知している。しかし研究
の方向性や規模を「かく
あるべし」と上意下達で
決めることは極めて難
しい。幅広い研究者が
応募できるように、プロ
ジェクト要件は広めに設
定すべきである。また多
数の応募があり競争率
が高くなったプロジェク
トは、「優れたプロジェク
ト」であるとして、予算配
分を変更して多く当選さ
せるぐらいの柔軟性を
持って運営をしてほし
い。

6689

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

革新的タンパク質・細胞
解析研究イニシアティブ
は大学での研究水準を
維持するのに必須であ
り維持すべきである。

日本の科学技術水準を
維持していくのには、大
学などへの研究資金の
提供が必要であると考
える。

6690
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24111

(独)物質・材
料研究機構
運営交付金
高性能発電
蓄電用材料
の研究開発

このまま
推進す
べき

我が国が世界に先駆け
て開発したリチウムイオ
ン電池は、世界の環境・
エネルギー・資源問題
を大きく変えておりま
す。また、産業界の変
遷もそれに代わって大
きく動き出しており世界
が同時に研究開発に資
金を投入していると聞い
ております。日本の技
術を世界に向けて先導
すべきだと思います。

２１世紀は低炭素の時
代だと言われておりエ
ネルギーの問題と資源
の有効活用が人間の生
活を大きく変えようとし
ております。石油エネル
ーギーからの代替エネ
ルギー開発は正に国家
の発展を維持していくた
めの国家戦略だと思い
ます。世界との競争に
負けないためにも是非
資金を最優先に投入さ
せるべきだと思います。

国家戦略として位置づ
けられた新成長戦略に
おける「科学･技術･情
報通信立国」の実現に
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6691

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等の施設
整備

このまま
推進す
べき

わが国の教育・学術研
究の根幹を支える国立
大学の基盤的な経費で
ある施設整備について
は、引き続き推進し、さ
らに拡充すべきである。

向けては、想像性豊か
な人材育成等がきわめ
て重要である。国立大
学等は想像性豊かな人
材育成の中核を担って
おり、地域の教育、文
化、産業の基盤を支え
る重要な役割を果たし
ている。しかしながら、
国立大学等の教育･研
究･社会連携等を支え
る基盤である施設は、
老朽化･狭隘化が進ん
でおり、その整備のた
め、自ら努力してはいる
ものの教育･研究･就学
環境を確保するには、
まだまだ必要な整備の
ための経費が確保でき
ない状況である。これら
の現状を少しでも、改善
していくためには国立大
学等の施設整備はさら
に充実していく必要が
ある。       

6692

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進す
べき

当初計画されていた通
りに推進すべきである

プログラムが企画され
た段階でその領域に精
通する研究者および関
係者が熟考し予算を組
み推進しているのだか
らこのまま推進すべき
である。 

6693
その
他

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信産業は、日本
の基幹産業として最も
重要であり、光通信産
業こそこれからの日本
の成長産業であると考
えます。 
 よって、光通信産業の
研究開発を強力に推進
すべきであり、益々国と
して力を入れるべき分
野だと考えます。

 光通信産業は全ての
産業の基盤になるもの
であり、これからの２１
世紀の日本で最も成長
が見込める最も重要なＩ
Ｔ産業であるからです。

6694
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

免疫・アレルギーに関
する研究は力強く推進
して欲しい。

免疫・アレルギーに関
する病気は難病のもの
が多く、その克服は極
めて重要な課題であ
る。また、食品アレルギ
ーなどにより食べれる
品目が制限され不自由
な生活を強いられてい
る人々も多数存在す
る。これらの問題は人
類のQOLを高めるため
にも強くその解決が望
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まれるものであるため。

6695
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

日本産業界の国際競争
力を高め、維持するに
は画期的な研究・開発
が不可避であります。 
その点、J-PARCは世
界最先端の科学を推進
しており、環境問題の解
決、材料科学の更なる
展開、生命科学の発
展、基礎物理学研究な
ど、産業界、また人類の
発展のためにも益々、
重要度が増していま
す。 
アジア随一の加速器を
有し、日本で発展させる
事は、世界の科学者、
技術者とセッションを生
み出しさらなる高まりに
到達出来、人材育成の
為にも必要で有ると思
われます。

ミュオン科学はまだ研
究余地を残している分
野であり、この研究を続
けることにより、物性、
素粒子、界面科学、エ
ネルギー科学、考古学
など幅広い分野で応用
可能であると考えられ
ます。 
日本の得意とするエネ
ルギー関連事業、超伝
導・磁性の研究、Li電
池、燃料電池などの研
究に多大なる貢献をす
る可能性を秘めていま
す。 
現在の技術国際競争に
打ち勝つためには、より
一層研究を推進する必
要性がある。

6696

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

資源に乏しい我が国が
世界において一定の地
位を得られているのは、
まさに技術力のおかげ
であるが、その背景に
あるのは基礎的科学研
究である。今日の我が
国の経済状況は必ずし
も楽観できるものではな
いが、我が国の経済力
そのものを生み出して
いるのが科学技術であ
ることだけは疑われるこ
とがないよう希望する。

我が国における科学研
究は、ほとんどが科学
研究費補助金によって
行われている。科学研
究は直接我が国に経済
的恩恵をもたらすもの
ではないが、全ての産
業、経済基盤は基礎的
研究に端を発しており、
これを拡充することは、
長期的に見て我が国の
世界における位置を維
持、向上させるために
不可欠である。

6697

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

世界においてリードでき
る研究者の育成のため
にも、この事業は推進
すべきである。

世界から見ても日本で
行われる研究の多くは
その分野の最先端をい
くものがあり、これらの
研究を継続、また発展
させるためにも研究者
の育成は必須である。
それに伴い、研究者の
生活に支障がないよう、
また能力を最大限に発
揮できるようこの特別研
究員事業は推進すべき
である。

大学・
公的
研究

大学等が持続的な成
長・発展を遂げていくた
めには、イノベーション
により新たな価値を生
み出すことが必要不可

豊かな人材養成や独創
的・先端的な学術研究
を推進するために安全
性(耐震等)・機能性に問
題のある既存建物の改
善、高度化・多様化する
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6698

機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

欠であり、教育力・研究
力を強化することにな
り、大学附属病院にお
いては質の高い医療を
提供するためにも、極
めて重要であると考え
る。

教育研究活動に必要な
新たなスペースの確
保。そして、地域医療の
最後の砦となる大学附
属病院の再生を行い、
高度先端医療等の提供
を行う。これは国民に有
益なことである。

6699

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

経済
産業
省

27158

クリーンコー
ル技術開発
（革新的ＣＯ
２回収型石
炭ガス化技
術開発）

このまま
推進す
べき

環境問題の面、エネル
ギー資源の安定供給の
面からも重要な技術で
あるため、推進すべき。

石炭の推定可採年数か
ら考えると、高度な石炭
の利用は、今後重要に
なってくることは明らか
である。また、石炭を多
く利用している途上国に
この技術を輸出/技術
供与することにより、環
境問題を軸とした日本
外交にも資することが
考えられ、より積極的に
推進すべきと考えられ
る。

6700
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

現在、インターネット通
信は国家の通信インフ
ラとして不可欠であり、
そのトラフィック容量は
年率30~40%で増大し続
けている。そのトラフィッ
クを効率よく基幹網に
収容する高速・低消費
電力なエッジノードと、
それを実現するデジタ
ルコヒーレント光送受信
技術の開発は喫緊の課
題である。特にデジタル
コヒーレント光受信技術
はこれまでの超高速光
通信方式を大きく塗り替
えるものであり、全く新
しい光通信ネットワーク
を実現する最重要基盤
技術であり、世界市場
制覇に向けて日本が世
界に先駆けて実装技術
を確立すべきものであ
る。

超高速光エッジノード技
術の研究開発におい
て、エッジノードの高速
化と消費電力削減のた
めの技術開発を推進す
ることにより、快適なブ
ロードバンドサービスの
提供が可能となる。ま
た、デジタルコヒーレン
ト光送受信機能実装技
術の推進により、産官
学のコアコンピタンスを
結集してコア技術となる
デジタル信号処理アル
ゴリズムの検証および
LSIチップ設計法の確立
が短期間のうちに図
れ、光通信技術領域に
おける日本の海外に対
するアドバンテージを築
ける。

6701
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

ぜひともこのまま推進
すべきである。

固体ロケット技術は日
本が世界に誇るロケット
技術であり、液体ロケッ
トと平行して開発に注力
すべきロケットである。
Ｍ－Ｖロケットの功績と
それを支えたエンジニ
ア達の技術がこのまま
離散することは、日本に
とって不利益であり、か
つ、諸外国からは誇る
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べき自国の技術を捨て
たとみなされるに違いな
い。固体ロケット技術を
後世に引き継ぐために
も、このプロジェクトは
推進すべきだ。

6702
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27001

グリーンセン
サ統合制御
システム実証
プロジェクト

このまま
推進す
べき

1970年代のオイルショッ
ク以降、産業界では省
エネ対策が有効に進
み、エネルギー消費原
単位が減少するなど大
きな効果を上げている。
一方、家庭、商店、事業
所などの民生部門で
は、エネルギー消費量
は２倍以上に増加して
いる。民生部門での省
エネを進めるためには、
省エネ型製品の開発と
ともに消費エネルギー
の見える化が非常に有
効であり、メンテナンス
フリーで簡単に情報を
集約できる低価格なシ
ステムの開発が求めら
れている。

MEMS技術を用いたセ
ンサの小型低消費電力
化と、半導体プロセスを
用いた大量生産による
低コスト化が世界的に
進んでいる。また、
MEMS技術を用いたエ
ネルギーハーベストの
開発も世界的に推進さ
れている。これらの技術
と無線技術を融合した
低価格センサーネットワ
ークシステムにより、家
庭、商店、事業所など
の民生部門での消費エ
ネルギーの見える化が
可能となり、省エネが進
むため。

6703

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

厚生
労働
省

25113

保健医療分
野における
基礎研究推
進事業 

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本施策は予算を増額し
て推進すべきであると
思う。 
今後、医薬品は成長が
見込める分野であり、
国が積極的に大学･企
業等を支援していかな
ければならないと思う。

今後我が国が成長･発
展していく上で、高品質
かつ高効果な医薬品の
開発･製造･販売はます
ます重要な部分となっ
てくると感じる。世界的
に認められる薬剤が開
発された折には、我が
国の経済だけでなく、諸
外国の保険衛生状態の
改善にもつながり、国際
貢献の視点からもます
ます推進されていくべき
事業であると考える。 
医薬品等の研究開発に
おいて基礎的な研究は
コストの割にリターンが
少ない部分ではある
が、基礎研究なくしては
応用研究はできない。
そこで、こういった部分
を国が金銭的に支援し
ていくべきではないかと
思い、予算の増額を求
めた。

日本の学術研究のレベ
ルの維持・向上のため
にも、これまで以上に推

大学への運営費交付金
の削減に伴い，大学で
の研究者には研究推進
のための資金が欠乏し
ている、との現実があ
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6704

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

進すべきと考える。特に
一部のグループ、領域
への過度の集中配分を
抑え、少額でも（希望す
る）有資格研究者全員
への基礎配分を行い、
それを超える研究費を
希望する場合には競争
的に配分することを検
討すべき。

る。また一部グループ
や領域への過度の資金
の集中配分は、交付金
消化過程での無駄が起
きうる（交付金消化が目
的となる場合が起きう
る）一方、それに属さな
い（交付を受けられな
い）研究者が研究を継
続することが困難にな
る。それを避ける工夫を
して欲しい。

6705

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

感染症は、国際的に共
通した問題であり、本施
策は国を挙げて取り組
まなければならない大
きな問題であると考えら
れる。SARSやインフル
エンザに加え、複数の
薬が効かなくなった多
剤耐性菌の問題につい
てもさらに研究を推進さ
せる取り組みが期待さ
れる。また、国内におい
ても、近年、多剤耐性菌
の出現が大きな問題と
なっていることから、耐
性菌感染症を克服する
ための研究・技術開発
について、戦略的創造
研究推進事業等のトッ
プダウンの戦略目標に
おいても支援されること
が強く望まれる。

これから日本は本格的
に高齢化社会に突入
し、免疫力が低下した
患者が増加することで、
感染症に悩まされる患
者数が増加の一途をた
どることが危惧されてい
る。感染症への対応は
国を挙げて取り組まな
ければならない大きな
問題であると考えられ
る。我が国として安全・
安心な社会の構築に資
するために、本研究計
画を進めていくことが必
要であり、本研究が感
染症の予防や対策に貢
献できるものと考えてい
る。

6706
その
他

30～
39歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業は、日本の
最も重要な基幹産業で
す。光通信産業こそこ
れからの日本の成長産
業と思われます。

日本の光ファイバーサ
ービスは、世界のトップ
クラスです。この地位を
維持することは、日本の
国際競争力にとって大
変重要なことです。ま
た、光通信産業はすべ
ての産業の基盤にもな
るものだからです。

6707

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

歴史のある事業で、か
つ内容が大変良い。 
人材育成を古くから努
力していることの表れ

今までより、一層の予
算拡充を希望する。 
なぜなら、地方大学と中
央の（例えばグローバ
ルＣＯＥに採択されるよ
うな）格差が広がってい
る今、特にＰＤの採択率
が顕著に地域格差があ
るように思う。 
予算は十分につけて、
可能ならば、特別研究
員採用後のキャリアパ
スにもつなげていけるよ

30



うな施策が欲しい。

6708

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリー計
画を今以上に推進し、
本計画における原子核
の研究を集中的に行っ
てほしい。

世界に誇る最高性能の
加速器を利用し原子核
研究の分野で世界をリ
ードしておくことは、日
本の今後の科学技術に
おける基盤を築く上で
重要な役割を果たすと
考えられるため。

6709
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24169
我が国の宇
宙技術の世
界展開

このまま
推進す
べき

【施策の目的】におい
て、「宇宙新興国が宇
宙システムを活用する
上で必要な能力開 
発や人材育成・派遣を
パッケージとして提供す
ることにより、 
我が国の優れた衛星開
発技術、衛星データ利
用技術等の展開を図
る。」とあります 
が、以下とすべく意見を
致します。 
「宇宙新興国が宇宙シ
ステムを活用する上で
必要な能力開発や人材
育成・派遣、及び 
当該国において有益な
宇宙利用分野の萌芽と
なるべく試行的事 
業をパッケージとして提
供することにより、我が
国の優れた衛星開発技
術、衛星デー 
タ利用技術等の展開を
図る。」 
「、及び当該国において
有益な宇宙利用分野の
萌芽となるべく試行的
事業」を追記。

【施策の重要性】におい
ても「宇宙新興国の傾
向としては、導入当初
のシステムが長 
期に亘って、当該国の
スタンダードになる可能
性が高く、地道 
な「地ならし」が技術の
囲い込みにつながると
考えられる。」とありま
す。 
更に当該新興国におい
て真に受け入れられる
ためには当該新興国に
おいて真に有益性 
を理解され導入後に利
活用が推進される為に
も、単純なシステ 
ム導入に留まらず、展
開先国のニーズの的確
な把握による利活用分
野を見通した試行 
的事業を実施しより着
実に定着し歓迎される
展開が必要と考え 
る為。 

6710

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費は我が国の
基礎研究の基盤を支え
るものであり、さらなる
推進を計ることが望ま
れる。

創造的な研究は、研究
者の自由な発想からも
たらされる。社会への還
元性を直接持たない基
礎研究においては、科
学研究費補助金による
支援なくしては、創造的
な研究は生み出し得な
い。その一方、科学研
究費補助金の配分にお
いては、成果主義を求
める度合いが強まり、
若手研究者の育成を厳
しいものにしている。現
在のような競合的配分
以外に、全ての大学研
究者が研究活動を進め
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ていく上で最低限必要
な支援を受けられるよう
な制度を作ることが求
められる。

6711

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

これまで得られた成果
や基盤を活用し，革新
的な解析能力を持つシ
ーケンス拠点，データ解
析拠点，タンパク質解
析技術開発拠点を重点
的に基盤整備すること
により、国のライフサイ
エンス全体に非常に大
きな波及効果があり、
世界的競争力の向上に
つながるので、積極的
に推進するべきである。

これまでに多くのポスド
クや研究員がこれらの
プロジェクトの人件費に
より雇用されており、急
激な予算削減はするべ
きではない。能力があり
一生懸命頑張っている
研究者が多数生じるこ
とになりかねません。今
後、日本の最高水準の
教育を受けた有能なポ
スドク・研究者を活かす
ための次期プロジェクト
は必要不可欠であると
思います。これらの若
手研究者を活かすこと
が、先進科学立国日本
として非常に大事なこと
であり、これを活かせな
いようでは日本の科学
に未来はないです。こ
れらの人材を活かしき
る新たな長期的戦略に
よる積極的施策がなん
としても必要と思いま
す。

6712

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24171
基幹ロケット
高度化

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ミッション対応能力の向
上，すなわち地球周回
軌道への衛星投入能力
の向上策として，H-IIA２
段目への再々着火能力
の付与などが報じられ
ているが，はやぶさ後
継機をはじめとする深
宇宙探査機の打ち上げ
能力の向上もまた必須
である．２段目による惑
星間空間への探査機の
直接投入は効率が悪い
場合もある．３段目相当
のキックモータの開発
（M-V用のものの再利
用も含む）など，将来の
日本の惑星探査ミッショ
ン遂行能力を高める基
盤の確保が必要である
と考える．

惑星探査は今後の日本
の宇宙開発の大きな柱
の一つであり，その基
盤の確保として重要．

6713

大学・
公的
研究
機関
（独

40～
49歳

文部
科学

24134 戦略的創造
研究推進事
業(社会技術

このまま
推進す

戦略的創造研究推進事
業(社会技術研究開発
事業を含む）は優先的

国策として「科学技術創
造立国」を目指すので
あるから、国家的戦略
に基づいた事業推進が
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法・公
設試
等）

省 研究開発事
業を含む）

べき に推進されるべき施策
であると考える。

あって然るべきと考え
る。

6714

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012 博士
このまま
推進す
べき

当施策は、資源に乏しく
人的資源と産業界への
供給に大きく依存してい
る我が国において必要
不可欠なものであり、直
ちに施行されるべきも
のである。

私見ではあるが、博士
課程において養成され
るものは、専門的な知
識、世界を先導する力、
そして無から有を作り出
す力であると思われる。
そしてこれらの能力こそ
が資源に乏しい我が国
に求められていることに
他ならない。これらの能
力を開発するため、博
士課程に在籍する学生
に対し積極的に海外に
進出する機会、学問に
専念することのできる環
境が国により整備され
るべきであると思われ
る。以上の理由から施
策に賛成する。

6715

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

 「科学研究費補助金
（科研費）」の制度は、
人文・社会・自然科学の
全ての分野にわたる、
基礎から応用までの研
究を広く支援するもので
あり、また、その時々の
政策に左右されない、
研究者の自由な発想に
基づく、長期的視野に
立った研究を支援する
ためには不可欠なもの
であり、優先的に予算
配分すべきものと考え
る。

 基礎研究の継続は、
我が国の知的財産を創
造していく上で極めて重
要である。その中から
社会にブレークスルー
をもたらす画期的な研
究成果も出ている。科
研費の審査は当該分野
の研究者が行うため、
どんな基礎研究でもそ
の意義が認められて採
択される可能性があ
る。このように、科研費
は我が国の基礎研究を
支える重要な制度とな
っている。この制度が若
手研究者の自立支援に
なっている点にも注目
すべきである。以上が、
科研費制度をこのまま
推進すべきと考える理
由である。 

6716

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

外務
省

22101

地球規模課
題に対応す
る科学技術
協力

このまま
推進す
べき

我が国の国際協力の在
り方が見えずらくなる中
で、「科学技術外交」を
大きな柱とする事業で
ある。特に、JICAの機
能を活用することで、発
展途上国の研究機関の
発展が期待できるととも
に、我が国の研究者と
の交流拠点として活用
できる。

科学技術に関する協力
は、知的財産、生物遺
伝資源の共有等の観点
からも、資源の少ない
我が国にとって極めて
重要な政策手段であ
る。近年、中国、韓国等
の進出によって我が国
の存在感が失われてお
り、その復権に向けて
戦略的に活用すべき事
業である。
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6717

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

若手研究者を最先端国
際的環境下で厳しく養
成することは、我が国の
学術における国際競争
力を更に発展させるた
めにも緊要である。

国内の研究条件の向上
に伴い、若手研究者が
海外でその貴重な時期
を厳しい国際的研究環
境の中で海外の研究者
とともに過ごす機会が
大幅に減少している。
若手研究者が国内での
研究活動で満足してし
まう傾向が見られる。長
期的にみて、我が国の
学術が世界を先導する
人材養成の観点からも
本プログラムの展開は
重要である。

6718

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金の更
なる充実を望む。 
我が国の科学・技術・産
業・経済の基盤は、目
立たないが地道な研究
活動にある。どの様な
分野であっても大きな
成果が単独の技術で達
成されるものではなく、
一見関係のなさそうな
様々な技術とその根底
にある科学によって支
えられている。そのよう
な幅広く層の厚い科学・
技術・人材の涵養が、
大きな成果に繋がる。
そのための最も基本的
な施策である科学研究
費補助金の充実が不可
欠である。

これまで我が国が世界
を先導していた液晶や
太陽電池が、ここ５年あ
まりで中国、韓国、台湾
等に抜かれトップグル
ープから転落した。この
原因として人件費の差
にあるとする論調が多
いが、生産の現場で
は、生産技術および品
質において我が国が遅
れを取っているとする報
告もある。我が国の科
学・工学の能力が低下
しているのではないかと
危惧している。 

6719

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24157

首都直下地
震防災・減災
特別プロジェ
クト

このまま
推進す
べき

首都圏での地震災害の
インパクトが強いため．

首都圏における地震防
災は，大被害となる巨
大地震だけでなく，中～
大規模地震であっても
その波及インパクトが
強いため，より精緻な地
震動予測とそれに基づ
く被害軽減対策の構築
が必要とされる

大学・
公的 光・量子科学

今や光科学技術・量子
ビーム技術は重点科学
技術を先導するキーテ
クノロジーであり、その
開発により人々の生活
に多大な影響を与える

加速された電子やイオ
ンのビームはもちろん
のこと、これらから二次
的に発生する放射光や
中性子、パイ中間子、ミ
ュオンなどさまざまなビ
ームが、素粒子・原子
核物理学以外の学問分
野でも使われていま
す。さらには、医療や産
業などでも利用され、社
会生活に役立つ物にな
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6720

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24176

研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

段階にまで来ていま
す。 
これらの課題の実施に
より、先端的な量子ビー
ム基板技術の獲得と産
学官の連携による利用
分野でのイノベーション
創成が大いに期待され
ます。

っています。それ故に量
子ビームがさらなる実
社会への貢献していく
次世代に大いに興味と
期待をする。また、日本
におけるこのような先進
的プログラムの推進は
非常に大きな意味を持
ち、技術立国をめざす
我が国に相応しいプロ
グラムであり、ビーム技
術の創成・高度化の進
展と「量子ビーム」に携
わる有能な若手人材の
育成も期待できる。

6721

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

萌芽研究によるチャレ
ンジは研究者として、非
常に魅力を感じる。自
分の研究が世の中に役
に立てるきっかけを与
えてくれると思う。また、
若手への予算配分は非
常に重要なことであり、
この政策は最優先で行
われるべきだと思う。

科研費は日本の研究を
トップまで引き上げた最
も重要な科学予算であ
る。科学研究費の直接・
短期的高が見えにくい
ために評価が非常に低
いが、「科研費」という政
策はもっともっと高く評
価されるべきである。 
ぜひ、一度科研費応募
者に科研費に関する全
国的な評価のアンケー
トを実施して欲しい。お
そらく、高い評価が得ら
れるはずだと思う。

6722
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

革新的光通信インフラ
技術の研究開発を、官
産学の連携で強力に推
進すべきである。 
この結果、日本の国際
競争力を強化し、日本
発の技術を全世界に普
及させ、この技術の活
用によるグリーンイノベ
ーションの恩恵を全世
界の人々が享受出来る
状況を創り出すことが
求められる。 

国際競争力強化のため
には、現時点で一定以
上の競争力を有する分
野において、大幅な技
術革新が起こる時期
に、他国以上に積極的
な研究開発を推進し、
優位を確実にすること
が有効と考えられる。光
ファイバを始めとする光
通信インフラはこの要
件を満たす領域と考え
られ、国際標準の先導
等により、日本発の技
術の全世界への普及が
期待出来る。また、環境
問題解決にＩＣＴ技術で
貢献し、世界から尊敬さ
れる日本の実現も期待
される。

6723
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24109 （独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「地球環境

このまま
推進す
べき

海が地球環境に及ぼす
影響は大きいと聞いて
います。海洋の観測、
研究が十分に行われそ
の変動を知り、予測す

日本は海洋国です。こ
の分野では世界の指導
的立場になるべきと思
っています。地球環境
において世界に貢献す
るためにも海洋の観
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変動研究」 ることは人類の将来の
ため非常に重要と思い
ます。

測、研究、変動への理
解は必要且重要と思う
からです。

6724

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

短期的な利益には結び
つかないけれど進めて
おくことが共通の大きな
財産となるような基礎学
術研究は、利益を追求
する企業等に任せるこ
とはできません。科学研
究費補助金による安定
した支援を必要としてい
ます。 
研究分野の性質にもよ
ると思いますが、基礎
学術研究では短期的な
研究テーマに短期間だ
け大きな予算が配分さ
れるよりも、長期に小さ
な予算が配分されて安
定した研究が続けられ
ることの方が重要な分
野もあります。基盤研究
（C）を拡充し、採択率の
向上を図ることを望みま
す。

私たちの便利な生活を
支えているのは、いか
にも役に立ちそうなわ
かりやすい研究、すぐに
実用化されそうな研究
だけではありません。 
例えば暗号アルゴリズ
ムには代数学が使われ
ていますが、これらは必
要になってから代数学
の基礎理論を作るので
はとても間に合いませ
んでした。これまでの数
百年間の、当時は役に
立つことの説明などでき
なかったと思われる基
礎研究の貯金が使われ
ています。 
いま役に立つことを説
明するのが難しくても、
理論体系を使いやすく
わかりやすく整える研
究も進めておくことが科
学者の使命だと考えて
います。

6725

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人等施設の
整備を、さらなる財政出
動をもって推進すべき
である。

国立大学の施設整備は
税金からまかなわれる
ために、抑制的にならざ
るを得ない面はある。し
かしながら、物事には
限度というものがある。
古ぼけた施設を最新の
環境配慮型のものに更
新し、学内環境を良好
に保つことは、一見地
味であるように見える
が、学生・教職員の精
神すなわち士気を高め
るうえで有効な方法で
ある。逼迫した財政状
況であるからこそ、次代
への投資をおろそかに
はすべきでない。未熟
者や反日・売国勢力の
いちゃもんに負けずに、
がんばれ！

上では具体的な応用の
視点から意見を述べた
が、より学術的に本プロ
ジェクトを捉え直して見
る。電磁気の量子化を
経て、場の理論の時代
が終わり、所謂ボゾン
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6726

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

レーザーやX線等の特
殊な光を使った研究の
進展、及び加速された
電子線を取り扱う技術・
研究の相補的な発展
は、研究の目的にも挙
げられている様にナノ
領域に対する理解の深
化や我々の制御能力の
向上に間接的に、しか
し強く貢献出来る可能
性を持っている。医療応
用の面においても、癌
治療技術の飛躍的な向
上・生体内構成物の動
的な働きの理解等に非
常に大きなインパクトを
与えられる可能性を有
している。これらの観点
から、本研究の推進を
強く希望する。

の時代を経験した。そ
の後巨大加速によるヒ
ッグス場の探索競争に
よる物質(フェルミオン)
の時代"が長く続いた。
しかし道具(加速器)の
巨大化に伴い、プロジェ
クトの運営そのものが
肥大化・硬直化し、科学
的・学術的な価値の創
出の重要性が、本来の
意味を失いつつあるの
が現状である。比して本
研究では、光(ボゾン)と
電子(フェルミオン)の両
面から、現代科学の発
展に必要とされるアプロ
ーチを総合的に行い、
且つ中・小規模での装
置の完結を目指してい
る点においてもユニーク
な存在である。狙いは
その様な知識・技術をも
つ集団そのものの広範
囲に広がるネットワーク
形成であり、この様な理
念の下活動を行ってい
る本研究は、継続的に
サポートされるべきであ
る。

6727

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

新しい研究テーマにチ
ャレンジするため、応募
しやすい研究資金制 
度である。

6728

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

国際的な科学技術力の
競争力維持の上で、科
学研究費補助金の増額
は必要不可欠と考えま
す。特に、今後を担う最
もアクティブに活動でき
る時期（～４０歳）に研
究に専念できることは
重要であるので、若手
研究A・Bの拡充はぜひ
実現していただきたい
です。また、別件で、ス
タートアップは新しく研
究室を構えた人にこそ
必要で、これらの研究
者も応募できるようにし
てほしい。

特に、３０歳前後で独立
した研究を開始する場
合研究費の獲得が非常
に難しく、（財団系の研
究費は競争率が１０倍
を超えている）苦労して
いる人が多い。斬新な
アイデアが出やすい若
い時期にこそ挑戦でき
る研究テーマもあるの
で、日本全体の研究の
裾野を広げる意味で
も、ぜひ若手研究者が
挑戦できる研究費を増
額していただきたいで
す。

次世代がん
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6729
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24004
研究戦略推
進プロジェク
ト

このまま
推進す
べき

がんの死亡率は相変わ
らず高いため。

たしか、原子力を利用し
た研究が削減されてい
たはず。

6730

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

同施設は基礎物理、応
用物理ともにおおくのす
ばらしい成果を上げて
いる。また電子光という
ビームはまだポテンシャ
ルを秘めている。 
同施設の計画をこのま
ま進める、もしくはさら
に力を入れて進めてい
くことは必要かつ重要で
ある。

同施設はペンタクォーク
の発見等国際的に注目
されている施設である。
同施設に日本国をあげ
てサポートすることは、
諸外国に対して日本は
科学技術を推進すると
いう立場を明確に示す
ことになる。加速器系の
開発は国の技術力を示
すパラメータであると言
われる。同施設の推進
は基礎物理の発展はも
ちろんであるが、日本の
国際的発言力を増すと
いう意味でも大きな意
味を持つ。

6731

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設

このまま
推進す
べき

大型放射光施設は世界
的な拠点であり、今後も
強力に推進する必要が
ある。

大型放射光施設は、海
外での知名度も高く、小
さい試料で物質の構造
などを解析することがで
きるユニークな施設で
ある。世界の放射光技
術の高度化・研究開発
をも牽引しており、今後
の継続的発展を期待す
ることができる。

6732
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症患者の為に花粉
症ワクチンの早期開発
を望みます

私本人もそうなのです
が周囲にも花粉症で苦
しんでいる方がたくさん
いらっしゃいます。 
今後も花粉症患者は増
加すると思われます。 
難病治療の研究ももち
ろん大切ですが、多くの
国民が苦しめられてい
る花粉症治療の研究
（ワクチン開発）は是非
とも優先させるべきで
す。 
個人差こそありますが
花粉症で正常な日常生
活を送ることができない
重症の方もたくさんいら
っしゃいます。 
花粉症を克服すること
で国民生活の活性化、
如いては日本の経済の
活性化にもつながるの
ではないかと思います。
調べましたところ、理化
学研究所の免疫・アレ
ルギー科学総合研究セ
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ンターでワクチン開発が
行われてるとのこと。 
花粉症患者にとっては
唯一の希望であるこの
ような研究開発は是非
とも最優先にして頂きた
いと切に願います。 
どうぞよろしくお願い致
します。

6733
その
他

60歳
～

経済
産業
省

27006

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（次世
代グリーンイ
ノベーション
評価基盤技
術開発）

このまま
推進す
べき

バイオマスリファイナリ
ー推進のため必要な事
業と思う。

バイオマス活用技術の
拡大と化学産業の新た
な発展の方向性として
期待できる。

6734

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の感染
症及び熱帯医学研究活
動を支える重要な競争
的資金であり、予算規
模を拡充すべきである。 

我が国の感染症及び熱
帯医学研究分野に一段
と競争力を付与し得る
プログラムであるから。

6735

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

国際的に活躍するリー
ダーを養成するという目
的を達成する上で、大
学院との連携によって
博士課程教育を充足さ
せることは非常に重要
なものであると感じま
す。日本の企業や機関
は現在新たなビジネス
や技術を生み出せるリ
ーダーを必要としており
ます。博士課程は、一
つの専門分野に特化し
ているのみでなく、研究
を通じて理論的・戦略的
に技術やビジネスを生
み出す能力を備えるこ
とのできる期間であると
考えます。そのために
は、専門に留まらない
教育を並行して行う必
要があると考えておりま
す。

私自身が学術振興会特
別研究員とグローバル
COE特別研究員であ
り、これらのプログラム
を通じて将来産業や技
術をけん引していくとい
う役割を強く認識するこ
とができたからです。金
銭的補助のみではな
く、世界中の研究者や
産業のリーダーの方々
にお会いする機会が増
えたことにより、自らもこ
のような役割を担いた
いという意志とそのため
にはどうしたらよいかと
いう明確なプロセスの
自覚を得ることができた
と感じております。

6736

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

20～
29歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

原子核研究だけでなく、
現在において一般的と
なった加速器科学にお
いての中枢である、この
事業について、推進し
ていくべきだと考える。

これらの研究は原子核
研究にとどまらず、他分
野への応用が期待され
る。医療など。加速器科
学の最前線の一つであ
る本事業は重要である
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等） と考える。

6737
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20006

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンドアク
セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

このまま
推進す
べき

ホワイトスペースは米国
でも実施されており、有
限な周波数を有効利用
する上でも必須となる
技術であると考えます。
本施策では、そのホワ
イトスペースを有効利用
するための技術の研究
開発であり、また、国と
して方式を統一すると
いう点からも積極的に
推進すべきであると考
えます。

国として推進すべきで
あると考える理由は、規
格の乱立による無駄を
避けるべきであり、且
つ、本施策の成果を国
際標準とすることで日
本の国際競争力の向上
に繋がると考えます。

6738

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の感染
症及び熱帯医学研究活
動を支える重要な競争
的資金であり、予算規
模を拡充すべきである。

感染症及び熱帯医学研
究をダイナミックに実施
するにおいて、熱帯地
に研究室を置き研究者
を常駐させることは重要
であるから。 
我が国の感染症及び熱
帯医学研究分野に一段
と競争力を付与し得る
プログラムであるから。 
若手研究者の熱帯地で
の実地研究を支援する
プログラムであるから。

6739

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Ｂファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

先端加速器による基礎
科学を進めてほしい。

日本がこれらの基礎科
学で世界最高水準を維
持することは、国民の教
育、文化レベルと活力
を高め、技術革新や産
業の創出につながり、
長期的な日本の発展に
寄与する。

6740

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24123
脳科学総合
研究事業費

このまま
推進す
べき

視覚や聴覚などの五感
に関する基礎的な脳研
究も推進すべき。

視覚や聴覚などの五感
に関する基礎的な脳研
究は、総務省の施策で
ある脳の仕組みを活か
したイノベーション創成
型研究開発のように、
他の脳科学に関する施
策の基盤となるので、
疎かにせず、より研究を
推進すべきである。

6741

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

定年退職後も、継続新
規応募の審査を行って
ほしい。

価値ある発想力など
に、年齢による退職は
必要ないと考えます。

医歯薬保健系は保健系
の女性教員比率が高い
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6742

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業 

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

対象部局が理・工・農と
なっているが、それ以外
の部局も入れるべき。
また、支援機関をできる
だけ多く採択するべき。

こともあり、まとめると一
見女性教員比率が高い
ように見えるが、特に医
学系は基礎も臨床も女
性のPIが多いとは言え
ず、国立の薬学系につ
いてはPIの女性教員比
率は更に低い。また、女
性研究者を支援する
際、大学が一丸となって
行う必要があり、理系だ
けという支援の仕方より
も人文系も含め大学全
体で取り組めるような形
にするべきではないか。

6743

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

このまま
推進す
べき

生命科学系の研究分野
が今後も発展し、世界
的なレベルを保つため
には必要な事業だと考
えます。

１）データベースやそれ
を取り巻く情報にたどり
つける労力を削減する
ことで研究者がより研
究に従事できるようにな
ると思われるため。２）こ
のような基盤的（黒子
的）な仕事こそ公的資
金で行われるべきと考
えるため。３）研究者だ
けではなく、広く目的の
情報や知識へのアクセ
スが容易になると、独創
的な研究だけではなく、
新しい事業・雇用の創
出などにつながり、夢や
可能性が広がると思わ
れるため。

6744

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24127
発生・再生科
学総合研究
事業

このまま
推進す
べき

意見：予算を十分とっ
て、継続するべき 
追加： 
この意見募集ＨＰの構
造には、重大な欠点が
あります。各施策番号
を複数選択して、一度
に意見を述べられるよう
に、是非改善してくださ
い。 毎回、自分の所属
や名前を入力させるの
は、大変な無駄です。
意見の集計をする側に
都合が良くても、これで
は、あまりにも投稿する
のにハードルが高すぎ
ます。

世界的に見ても、大変
レベルの高い研究成果
が出ている。 
ようやく実を結びつつあ
ることだから。

6745
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

打ち上げ施設は一度閉
鎖してしまえば、次に必
要だとなっても莫大な費
用と日数を要する。内
之浦は維持して欲しい。

日本独自の技術をここ
で途切れさせてはなら
ないと思う。

地域経済は、国際競争 地球温暖化防止のため
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6746

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

の中、円高・人材不足
に悩まされ従来型の経
済成長が見込めない状
況にあります。 
 その中で、大学の研
究成果を地域に移転し
ていくことは、新しいイノ
ベーション創出の形とし
て長年取り組んできたと
ころです。 
 科学技術による地域
の振興こそ、現在の状
況を乗り切れる有効な
手段であり、産学官連
携事業によるこの事業
は優先して実施すべき
だと思います。 

の環境予算はまだまだ
不十分であり、環境産
業も今からの成長分野
として国際競争力を付
けていく必要がありま
す。 
山口県における、素材
型産業の「技」と大学の
「知」の融合による環境
素材型研究開発は、素
早い事業化が可能であ
り、研究成果も着実に
進展していなす。 
産業振興と地域活性化
の推進のため、優先的
な予算配分を強く要求
したいと思います。 

6747

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

CP対称性の破れなど
日本が世界に誇る成果
を生んだKEKB加速器
の高度化は、学問探求
の深化にとどまらず、当
該分野における日本の
国際的プレゼンスを高
める上でも重要であり、
このまま推進すべきで
あると考えます。

Belle実験で実証された
CP対称性の破れをはじ
め、KEKB加速器はすで
に多くの国際的な成果
を生んでいます。この成
果は独自の技術で精度
良い電子、陽電子の衝
突データを大量に蓄積
することで可能となりま
した。世界の”ルミノシテ
ィフロンティア”の先頭を
走る加速器であり、高
度化により生み出され
る成果の質、国際的プ
レゼンスは非常に高く、
推進すべき課題である
と考えます。

6748

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

全国津々浦々まで大量
の情報を安価かつ低消
費エネルギーで配送す
るには在来の光フアイ
バー網を最大限に活用
する超高速変調方式が
必要であり、毎秒100ギ
ガビットのディジタルコヒ
ーレント方式が最有力
である。世界的に熾烈
な先陣争いが進む中で
総務省が推進し複数企
業が緊密な連携で実用
化を目指したモジュー
ル開発を行っている。次
世代情報通信中核技術
で日本が先行する絶好
のテーマであり、産官連
携は有効なアプローチ
と考える。

光の位相と振幅を用い
て１パルス当たり４値の
情報を載せる新技術
（ディジタルコヒーレント
方式）は東大菊池教授
が提唱した日本発の革
新技術であるが、その
モジュール化は一時カ
ナダのノーテル社が先
行し他の先進諸国が追
随する形となった。昨年
度より総務省の呼びか
けで民間数社と国立研
究所の共同で新型モジ
ュールの独自開発が始
まり、世界第１線に飛び
出せる状況となった。継
続課題中特に優先度が
高い。

緩やかながら、女性の
社会進出は多くの職場
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6749

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者が研究をし
やすい環境を作るべき
です。特に子育てに関
する支援が必要。

で進んでいます。しか
し、大学や研究業界で
は明らかに男女比率が
偏っているように見受け
られます。これは、博士
後期課程やポスドクな
どの期間が女性の出産
に適する時期と被って
いる事と関係があると
思われます。出産を望
むと、キャリアの継続が
難しくなり、結果として
研究を断念する女性が
多いと思われます。この
ような状況は好ましいと
は思えません。女性研
究者に対する援助の仕
組みが必要だと考えま
す。

6750
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

金型成型部品、液晶テ
レビ等は韓国、中国な
どの近隣諸国に追い上
げられ、コスト面ではす
でに負けてしまっていま
す。（販路でも） 
日本は近隣諸国がま
だ、追いついていない
技術を見つけ開発して
いかないといけません。 
その中で日本が得意な
分野を探して発展させ
る意味でも、この施策は
非常に重要ではないか
と思います。

韓国、中国等の近隣諸
国に技術、コスト面で打
ち勝つためには、日本
が昔から得意であった
印刷技術に着目したの
は非常に面白いと思い
ます。 
この技術が確立されて
いけば、材料開発（化
学産業が強化される）
装置産業（マザーマシ
ン、製造装置）等を含め
た非常に大きな事業に
なるのではないかと思
い賛同しました。

6751
官公
庁

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

大学等研究機関の優れ
たシーズを地域企業の
保有技術と融合させ、
具体的な製品ターゲット
に向かって共同開発す
る事業であり、明確な成
果志向と、適切なスケ
ジュールコントロール下
での本事業の展開は、
地域の研究開発のポテ
ンシャルを実体化してい
く産学官連携の基盤形
成にたいへん有効だと
考える。

中核機関の適切な事業
コーディネイトのもとで、
トライ＆エラーを基本と
する研究志向と、製品
化・事業化という具体的
な成果を一定のスケジ
ュール化で確実に達成
していこうとする事業化
志向が、同時に発揮さ
れ、それによる適切な
緊張感をもと産学官連
携の共同研究開発の環
境が確実に整い、連携
の基盤形成・ネットワー
ク・クラスター形成に有
効な事業と考える。

大学・

博士課程後期へ進学す
るということは日本の研
究を牽引する立場を目
指すということに相当す

日本の大学に於いては
博士課程後期の学生に
も授業料の支払いを求
めることが一般的であ
るため、収入を持たな
い学生が生計を立てて
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6752

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

る。学生という立場のも
と学ぶことに専念できる
最後の期間であり、そ
の後研究者として第一
線に立たねばならな
い。その最後の時間研
究に専念できるよう特
別研究員事業は推進さ
れるべきである。

いいくのが難しい状況
である。博士課程後期
ともはなれば両親から
の援助に頼らないこと
が多く、結果として研究
を続けるためにアルバ
イトをするという本末転
倒な状況に陥ることが
ある。そのため、優秀な
者に対しては補助があ
っても良いと考える。

6753

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究者の研究活動を支
援する重要な制度であ
り、着実な予算確保が
必要。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。 

6754
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

大面積エレクトロニクス
素子・回路の開発を促
進し、太陽電池やFPD
の高効率化を推進すべ
きと思慮します。

省エネルギー化とグリ
ーンイノベーション推進
に貢献する研究を国と
して保護・育成すること
で、対外的に日本が環
境問題に取り組む姿勢
を見せられると思慮しま
す。

6755

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177 J-PARC
このまま
推進す
べき

J-PARCは世界に誇る
大強度の加速器施設で
ある。 
この施策を推進すること
は日本が世界から注目
される研究となり、 
世界中の研究者が日本
に集まる。日本を研究
中心拠点とすることが
できる。また予算の状
況に応じてさらに加速
器の強度をパワーアッ
プさせることも可能であ
る。 
これらは物理研究者の
中でとても期待され、待
ちわびているものなの
でぜひこの施策を推進
してほしい。

世界最高の施設で研究
を行うことは基礎科学
の若手研究者育成にと
ってきわめて有効であ
る。中でもニュートリノ実
験ではノーベル賞 
も期待できる研究であ
る。これらが成功するこ
とは日本の地位を世界
に高めることができる。
J-PARCは世界の研究
者が集まる場所なので
国際交流の点において
も大変に重要である。こ
れによる経済的な波及
効果も絶大である。この
意味でJ-PARCでの施
策を推進してほしい。

当事業は原料作物の栽
培からエタノール製造ま
で一貫システムの開発
を目指しており、将来、
日本のエネルギー自給
率の向上、二酸化炭素
排出量の削減に大きく
貢献する可能性があ
る。研究体制も民間企
業に加え、大学、及び

当プロジェクトにおいて
は、エタノール製造コス
トは40円/ｌと非常に高い
目標を掲げており、革
新的なバイオエタノール
製造技術の確立を目的

44



6756
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27116

セルロース系
エタノール革
新的生産シ
ステム開発
事業

このまま
推進す
べき

農水省関連の研究機関
が参加しており、研究開
発を実施する上で、十
分な体制が整えられて
いる。 
海外においてもバイオ
エタノールの製造技術
開発が進められている
ため、日本も海外企業
に負けないバイオエタノ
ール製造技術を開発
し、保有する必要があ
る。 
上記の理由により、当
プロジェクトは、現状の
まま推進して欲しい。 

としている。その実現の
ためには、多額の研究
開発費が必要となる。
現在の経済状況の中で
は研究開発の促進のた
めには、国による補助
が非常に有効である。
当事業において国から
の補助が減少すると、
開発が停滞し、バイオ
エタノールの導入時期
が遅れる可能性あり。

6757

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は，
このまま推進すできと考
えています． 
とくに若手研究者にとっ
ては，科学研究費補助
金はチャレンジ機会や
創造的な研究をする上
で，非常に重要ではな
いかと考えています．

これまでにも多くの成果
を残してきた科学研究
費補助金が削減されれ
ば，若手研究者や研究
者を志す学生に対する
負のメッセージは計り知
れません．また，優れた
若手研究者の海外流出
を加速させ，日本の競
争力を低下させると言
えます． 
よって，科学研究費補
助金このまま推進し，若
手研究者に自由な発想
のもとで研究をする機
会をより一層与えるべ
きと考えています．

6758
小・
中・高
校

40～
49歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の感染
症及び熱帯医学研究活
動を支える重要な競争
的資金であり、予算規
模を拡充すべきである。

若手研究者の熱帯地で
の実地研究を支援する
プログラムであるから。 

6759

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業 

このまま
推進す
べき

次代の学術研究、科学
技術を担う博士後期課
程院生、ポスドクを経済
的に支援し、研究活動
に専念させることは、優
れた研究者の養成、我
が国の学術研究の発展
のためにも重要であり、
本事業は継続、拡充す
べきである。 

博士後期課程、ポスドク
の時期は、研究者とし
て成長著しい時期であ
り、研究活動に専念さ
せることは、優れた研究
者の養成、我が国の学
術研究の活性化にとっ
て極めて重要である。ま
た、院生に対する奨学
金の多くは貸与型であ
り将来の負担に不安を
残す。給付型の支援が
望ましい。博士課程終
了後研究者を目指すな
らば、其の能力が十分
発揮できるような「常勤
の研究職」に就くのが望
ましいが、現状は厳しい
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状況で、ポスドク支援は
不可欠になっている。

6760

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷技術による大面積
エレクトロニクス・回路
製造は是非進めてほし
い内容である。目標設
定もクリアである。成熟
しきったエレクトロニクス
分野を根本から変化さ
せるかもしれない本事
業は、非常に魅力的で
ある。

本技術の延長線上に多
次元エレクトロニクス構
想も見えているように思
える。エレクトロニクス
産業・化学産業等の発
展のためにも重要であ
り、本基盤技術の成熟
度が将来の国益に大き
く関わることは言うまで
もない。

6761

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（Ｊ－ＰＡＲＣ）

このまま
推進す
べき

先端加速器による基礎
科学を進めてほしい。

日本がこれらの基礎科
学で世界最高水準を維
持することは、国民の教
育、文化レベルと活力
を高め、技術革新や産
業の創出につながり、
長期的な日本の発展に
寄与する。

6762

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は研
究費の中心的な役割を
担っています．特に基
礎科学分野における開
発要素の高い最先端研
究の推進には不可欠な
施策であると考えます。

最前線の研究の継続と
推進には不可欠な資金
であり，日本の将来を
担う基礎科学の発展や
後継者の育成にこれか
らも重要な役割を果た
すと考えます。

6763

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

日本の科学発展におい
て、特別研究員事業は
極めて重要と思いま
す。若手の研究者を育
成するためにも、事業
のさらなる推進を期待し
ます。

特別研究事業は若手の
研究者が主体的に研究
を行う機会を与え、能力
を十分に発揮すること
に繋がります。

6764

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

X-線ビームやさらに高
エネルギーのγ線を非常
にきれいな状態で取り
出せる SPring-8 は、大
学や研究機関だけでな
く民間企業でも利用さ
れているが、維持には
企業だけの負担では無
理である。そこで政府主
体となって発展の助け
としていただきたい。

非常に特徴的なビーム
を供給する SPring-8 は
大学や研究機関だけで
なく、企業の基礎研究
にも数多く用いられてい
る。これは企業による科
学の発展を目指すこと
になり、第二の田中耕
一さんを生む礎になると
思われる。これは企業
利益や科学発展だけで
なく、多くの子供たちに
大学の研究以外でも多
大な成果を残せるとの
希望になる。

現在日本では博士をと
っても就職ができない
人が増えており、就職
できても非常勤やポスド

国土の小さい日本では
資源が限られており、
新興国の勢いに押され
ている状況です。若手

46



6765

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及定着
事業

このまま
推進す
べき

クのような不安定な雇
用形態で仕事をしてい
る人が多い状況でまる
で契約派遣社員のよう
です。したがって腰をす
えて質の高い研究を進
めるのが困難です。こ
の状況が続くと研究職
を目指す将来の若者も
減り、日本の学術発展
も望めません。結果社
会損出も大きいためこ
の事業は積極的に推進
するべきです。

研究者の環境整備を行
わないと、能力のある
人が研究環境のいい他
国にどんどん流れてい
きます。 
実際この傾向は発展途
上の多くの国ですでに
起こっていて頭脳の流
出、Ｂｒａｉｎ ｄｒａｉｎとして
問題視されています。そ
うならないためにも必要
な事業だと考えていま
す。

6766
その
他

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

日本は高速大容量通信
網技術に関して技術開
発のトップランナーとし
て歩んできており、フォ
トニックネットワーク技
術は日本発の世界標準
技術としてグローバル
に通信産業の発展に貢
献してきた。特に、膨大
な情報量の交換に支え
られる社会構造のなか
で、通信がもたらす波
及効果は全世界的に各
種産業において膨大な
利益をもたらしてきたも
のと考えられる。世界に
冠たる技術であるフォト
ニックネットワーク技術
に関する研究開発力を
維持・発展させるために
最優先での予算配分を
行うべきである。

個別施策ヒアリング資
料における「これまでの
成果」をみるに日本発
技術の国際標準化に成
功し、また、グリーン・イ
ノベーション貢献できる
低消費電力の通信技術
に成功していることから
着実に成果を上げてい
ることからも優先的に予
算配算すべきである。

6767
その
他

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業こそこれか
らの日本の成長産業で
す。 
光通信産業の研究開発
を強力に推進すべきで
あり、益々国として力を
入れるべき分野だと思
います。

光通信産業はすべての
産業の基盤になるもの
だからです。

6768

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきと考
えます。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要です。また、我が
国の新しい技術、材料
を生み出す萌芽的研究
を申請しやすく、また、
幅広く採択していただく
てにも、予算規模の拡
充が必要です。

大学等が持続的な成
豊かな人材養成や独創
的・先端的な学術研究
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6769

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

長・発展を遂げていくた
めには、イノベーション
により新たな価値を生
み出すことが必要不可
欠であり、教育力・研究
力を強化すること。ま
た、大学附属病院にお
いては質の高い医療を
提供するためにも、本
事業は極めて重要であ
る。

を推進するために安全
性(耐震等)・機能性に問
題のある既存建物の改
善、高度化・多様化する
教育研究活動に必要な
新たなスペースの確
保。また、地域医療の
最後の砦となる大学附
属病院の再生を行い、
高度先端医療等の提供
を行うことは、国民にと
って有益なことである。

6770

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

JSPSポスドクは若手支
援の根幹となっており、
今後とも着実に推進し
てほしい。この制度の
成否が将来の我が国の
科学の成果を決めると
いって過言ではないと
思います。

社会の経済状況は大変
苦しい。だからこそ、本
施策を縮小するようなこ
とはあってはならない。
若手が科学から去って
行ってしまいます。

6771

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

環境
省

29106
地球温暖化
対策技術開
発等事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

環境省として技術開発
に資金を投じるのであ
れば、経産省などが行
っているプログラムと統
一して行い効率化を図
るべき。独自で行う必要
はない。むしろ低炭素
社会をいかなるものに
すべきか、という社会シ
ステムの設計に注力す
べきである。

技術開発を中心とした
プログラムは、それぞれ
の技術開発を推進する
という要求があり、社会
全体のシステムの中
に、どのようにその技術
を組み込むのかという
視点が欠けがちであ
る。環境省は、技術開
発側からではなく、社会
をどのように設計し、生
み出されている技術を
どのように組み込むの
か、どのような技術が必
要とされるのかという、
低炭素社会へ向けた国
家戦略、ビジョンの形成
を中心とすべきである。
それには、現在の要求
額のような多額の資金
は必要ないはずであ
る。

大学・
公的
研究
機関 20～ 文部 このまま

RIBFの計画のより強い
推進が必要だと考えま
す。 
本件は基礎科学の研究
ですが、基礎科学こそ、
未来の 
技術に繋がっていくた
め、より一層の推進を
期待します。 
RIBFの中でも特に、理
研 稀少RIリングの推進
が必要です。 
本装置は、不安定核の
質量を測定するもので、

RIBFは、世界でも類を
見ない高い能力を持
ち、世界中の 
研究者からも期待され
ています。 
本施設で不安定核の研
究を網羅できるように、
施設のより 
一層の充実が必要だと
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6772

（独
法・公
設試
等）

29歳 科学
省

24140 RIBF

推進す
べき

宇宙における 
元素合成の過程を明ら
かにすることが出来ま
す。 
現時点では日本国内に
同種の施設はなく、研
究を行う 
場合には、海外の施設
(ドイツや中国)まで出向
く必要が 
あり、好ましくありませ
ん。 
より一層の計画の推進
を期待します。 

思います。 
 
理研 稀少RIリングは、
同種の施設が日本にな
く、その点では 
遅れている状態です。 
この状態で放置してしま
うのは、好ましくないと
考えます。 

6773

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要である。

6774

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特別研究員事業に関し
て、更なる拡充を希望
する。DC及びPDとも
に、現状の施策の継続
のみならず、支援人数
の拡充等、更なる拡充・
発展を希望する。

我が国の科学技術の進
展と世界における競争
力の向上のためには、
大学・研究機関等での
研究活動の推進が不可
欠である。当該事業は、
資金面・人的資源確保
の面で研究推進の根幹
をなすものであり、さら
なる拡充が望まれる。
博士課程進学者及び若
手研究者にとっては、
経済的な問題は不可欠
であり、その支援が不
十分であれば、日本の
科学技術研究レベルの
低下、さらに国際競争
力の低下につながるも
のと考えられる。

6775

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学技術で世界をリー
ドするという日本という
将来像のために、当該
政策(科学研究費補助
金)の推進を強く要望し
ます。 

特に「平成２３年度の科
学・技術に関する予算
等の資源配分の方針」
の重点的に推進すべき
課題である「基礎研究」
の大部分は当該政策に
よって支えられている。
今後、基礎研究を抜本
的に強化していくなら
ば、優先されるべき政
策である。

私が住んでいる長野県
の東信地域は自動車産
業の下請けを中心とし
て地元経済が成立して
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6776

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ン成長戦略
実現支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

応用研究と開発を進め
てイノベーションと産業
のパラダイムシフトを図
るために必要な事業で
すので、特に地方を優
先させた立ち上げと推
進することを希望する。

いる。つまり、規模は小
さく従来型の産業構造
で、近年の金融問題な
どから生産（売上）、利
益、投資は減る一方で
ある。従来産業のブラ
シアップも必要である
が、このプログラムを発
足して、MTA、初期マー
ケティング段階の研究
開発および事業への投
資をすることにより、新
規事業を創出していか
なければ、長野県をは
じめ地方の未来はな
い。

6777

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の感染
症及び熱帯医学研究活
動を支える重要な競争
的資金であり、予算規
模を拡充すべきである。

感染症及び熱帯医学研
究をダイナミックに実施
するにおいて、熱帯地
に研究室を置き研究者
を常駐させることは重要
であるから。 

6778
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

総合科学技術会議が選
定した 23 項目の革新
的技術(H20.5)の1つに
「高速大容量通信網技
術・オール光通信処理
技術」があげられてお
り、その技術開発を加
速するため、総務省や
NICTのフォトニックネッ
トワークに関する委託
研究開発に対して最優
先でこれまで以上に予
算を配分し、低消費電
力かつ高効率なインタ
ーネット通信インフラを
実現するフォトニックネ
ットワーク技術開発を加
速すべきである。

国民の重要な社会イン
フラとなっているインタ
ーネットのトラフィックが
増大し続けており、今や
日常生活には必要不可
欠となっている。それを
収容するための光ネット
ワークの大容量化と共
に、消費電力を削減す
ることが喫緊の課題と
なっている。通信機器メ
ーカーは圧倒的なコスト
圧力を海外メーカーか
ら受けており、日本の技
術力は世界最高である
ものの、開発コストを価
格に上乗せできず、国
として重要な低消費電
力ＮＷインフラを実現す
るための研究開発を企
業単独では実施するこ
とが困難になってきてお
り、国家による推進が
必須である。

6779

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっ 
ており、大幅な拡充は
必要である。 

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は必要で 
ある。 
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6780

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

新的タンパク
質・細胞解析
研究イニシア
ティブ

このまま
推進す
べき

病気の治療などに向け
た高難度タンパク質の
構造機能解析のため、
今後も継続して推進す
べきであると思います。

今後のライフサイエンス
分野全体のためにも、
設備を整える必要があ
り、そのためには多額
の予算が必要になるた
め。

6781

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

日本の将来を担う若い
世代を育て、国家の基
盤となる科学技術の研
究を推進する国立大学
の施設整備は、今の日
本には絶対不可欠な施
策であり、この施策が認
められなければ日本の
未来はない。

もし今、日本が科学立
国でなかったら、国立大
学の基盤が脆弱であっ
たら、どのようになって
いるかを想像すれば良
い。国立大学で教育さ
れた優秀な人々が中心
になって今までの日本
を担ってきた。国立大学
の基礎研究が日本の企
業や経済を支えてき
た。今、日本がもう一度
元気になるためには、
絶対必要な政策であ
る。

6782
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20115
先端ＩＣＴ技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

テラヘルツ波を利用した
技術は、非侵襲での物
質分布同定の実現性が
出来、防災、治安など
安全・安心の社会を築く
為には必須の事であ
る。

装置価格が一般に行き
渡る為には、現時点高
額である。一桁装置価
格が下げる事ができる
よう基礎技術を拡充し、
用途の拡大を図る研究
開発に資金を投入すべ
きである。とにかく技術
的にも先行し国際標準
化において優位な地位
を築くべきである。技術
立国 日本の復活を目
指し。

6783

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

資源のない日本は今後
も科学技術立国として
生きていくしかないとい
うのは国民の共通認識
だと思います。日本の
将来を支える科学技術
予算は、日本の未来へ
の投資として必要不可
欠です。将来の成長、
明るい未来、夢のある
社会を実現するために
は、大学・研究機関など
における先端基礎研究
は極めて大事であり、
科学技術振興調整費に
よる科学研究推進事業
は、今後も必要不可欠
である。科学研究費は、
欧米諸国に比較しても
低い水準であり、今後

国公立大学では年々運
営費交付金を削減され
ており、多くの大学では
大学の予算では研究費
は事実上ほとんどなくな
ってきている状態にあり
ます。このような背景の
中、科学技術振興調整
費による科学研究推進
事業は、今後一層積極
的に進めていく必要が
あります。
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の科学技術の世界的競
争に打ち勝つためにも
予算を増額して今後積
極的に推進するべきで
ある。

6784

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科研費は日本の基礎科
学力を成長させるため
には必須であり、予算を
しっかり強化するべきで
す。予算を強化したうえ
で、さらに科研費の利
便性を高めることで安
心してじっくり腰を据え
て研究が出来る環境が
作られます。また小型
の種目（基盤Ｃや若手
Ｂ）を増やすことで、研
究のすそ野が広がり、
多種多様な成果が期待
されます。研究成果をし
っかりと国民へ情報発
信することで、積極的に
「科学」を知る環境を作
ることが必要かと思わ
れます。 

日本の基礎研究への予
算投資は全世界的に見
ても非常に少ないです。
また基礎研究の推進や
多様化が減少すること
は、長期的に見て日本
の国力低下につながり
ます。日本は技術で成
り立っている国であり、
基礎研究の推進は必須
であります。研究の多
様化は、日本の技術力
の根本的な底上げにな
り、また学生等の育成
にもつながります。 
ゆとり教育等で日本の
人材力の低下が懸念さ
れている現在、このよう
な基礎研究を知り、知
識を高めることが必要
であります。「科学」を知
る環境があることは、国
民の科学への理解度・
知識が深まり、日本の
人材力の向上につなが
ります。

6785

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

おおいに推進すべきで
ある。 
若手研究員、特に博士
課程に対するサポート
をおおいに強化すべき
である。 

現在日本の若手研究員
に対する処遇は他先進
国に比べて乏しいもの
である。博士課程の学
生は民間企業に勤めて
いる人物より遥かに能
力が高い。これは明ら
かである。しかしながら
金銭的な理由によりドロ
ップアウトもしくは海外
に留学していく例も多い
（海外の方がサポート
が充実している）。優秀
な頭脳を海外に流出さ
せることは日本国にとっ
て大きな損害である。 

6786
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信産業は、日本
の基幹産業として最も
重要な産業であり、また
光通信産業こそこれか
らの日本の成長産業で
もあると考えます。 
 よって、光通信産業の
研究開発を強力に推進
すべきであり、益々国と

 光通信産業は全ての
産業の基盤になるもの
であり、これからの２１
世紀の日本で最も最長
が見込める最も重要な
グリーンＩＴ産業である
からです。
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して力を入れるべき分
野だと考えます。

6787

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24109

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「地球環境
変動研究」

このまま
推進す
べき

（独）海洋研究開発機構
が推進する「地球環境
変動研究」は、現在問
題になっている気候変
動を理解し、将来予想さ
れる気候変動による災
害を予防するために不
可欠な研究課題であ
る。現在行われている
地球観測は不十分もし
くは限定的であることか
ら、予算の継続・拡充が
強く望まれる。

2010年夏における日本
の猛暑による被害が記
憶に新しいように、現在
地球で起きている気候
変動を理解し、将来の
気候や気象の変化を予
測し、その被害を軽減
することは私たちにとっ
て不可欠の課題ある。
そのために海洋を含む
地球で起きていることを
正確に把握し、気候の
変動を理解する必要が
ある。この10年において
世界の協力のもと、この
目的のための地球観測
網の計画が進められ、
日本もこれに大きな貢
献をしてきている段階で
ある。私たちの将来の
ために不可欠な投資と
してこの地球環境変動
研究を推進するべきで
ある。 

6788

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理

このまま
推進す
べき

物質の解明は人類の共
通課題であり、基礎科
学は常に人類が追求し
なければならない非常
に大切なテーマである。
民間の生活向上に直結
するものではないし、利
益に直結するものでは
ないが、これら大型施
設建設には民間企業が
かかわるため、間接的
には、この施策により産
業界が発展していくの
である。基礎科学は人
類に永遠に引き継がれ
るものであるので追求
をやめるということはあ
ってはならない。

このような大型加速器
施設は世界でも数少な
く、従ってこのような大
型加速器の発展は世界
各国の研究者から望ま
れているものである。ま
た、まだ物理法則は完
全に解明されたわけで
はない。基礎科学発展
には今後はこのような
大型加速器施設が重要
となってくる。従って、こ
のまま推進すべきであ
る。

大学・
公的
研究
機関 40～ 文部

イノベーショ
ン成長戦略 このまま

新規のプログラムであ
り、地域イノベーションク
ラスタープログラムの後
継であると位置づけら
れる。 
地域イノベーションクラ
スターの成果を踏まえ
て、プログラムが実施さ
れるべきであり、知的ク
ラスターなどの実績を
踏まえて施策がなされ

主体が国から地域に変
更されると、今までの経
緯をよくわからずに、連
続性が損なわれる運営
がなされる懸念がある
ので、十分に配慮が必
要である。 
 
現在、日本は大企業の
活性化のための政策を
行っているが、大企業
の資金が日本国内での
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6789

（独
法・公
設試
等）

49歳 科学
省

24020

実現支援プ
ログラム

推進す
べき

るべきである。 
 
国の予算の投入によっ
て、企業から大学への
研究費が増えるようなし
くみづくりが必要であ
る。日本は、国際平均
より法人税が著しく高い
ので、大学へ研究投資
した場合は、法人税を
減免するなどの施策が
求められる。 

研究開発にまわってい
ない。このため、日本の
大学や研究開発会社
は、資金を投入する韓
国のサムソンのため
に、研究開発するように
なってきている。大企業
の研究開発投資が、国
内の研究開発会社や大
学にまわるようにしない
と日本の国際競争力は
もっと低下してしまう。

6790
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

日本企業の低迷（半導
体事業を含め全ての企
業）が続く中で、 
これからは何事にも「次
世代」のプロジェクトが
日本国の生抜く術だと
思います。自然環境・省
エネルギーの時代に有
った 
プロジェクトが必要だと
思います。ナノインプリ
ント装置の様な 
印刷に依るパターンニ
ングなどの装置も現在
市場に出ているので 
次世代装置の様な気が
します。全てのプロジェ
クトには日本国民の 
「税金」が多々使われる
ので「無駄」の無い様な
使い方をし、且 
昔の日本の様な「経済」
になる様な事を望みま
す。 
以上

現状では数多くの「企
業」が海外に工場を設
立して、生産等を 
しています。特に東南ア
ジアなどの進歩が目覚
しく発展していて 
嘗ての「日本」を感じさ
れられます。日本の日
本だけの技術で 
他国にも真似の出来な
い「物づくり日本」にし、
これからの経済の 
発展及び環境・省エネ・
雇用等を含め、税金を
無駄にしない様な 
依り良い「プロジェクト」
を作り日本経済の発展
にして頂きたいと 
望みます。 
以上

6791

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者インタ
ーナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

このまま
推進す
べき

海外で研究者に研鑽を
積ませる施策は優先的
に推進されるべきと考
える。

若手研究者に海外経験
を積む機会を与えるの
は、日本にとって非常に
有益と考える。

6792
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症のワクチンの実
用化を早くしてほしい。

毎年花粉症で医者から
薬をもらわないと外も歩
けません。 
ワクチンを実用化して花
粉症に悩まされないよう
にしてほしいです。

6793
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

推進す
べきでは
ない

リサーチ・アドミニストレ
ーターを育成・確保は、
現状の組織、スタッフの
中で、OJTで育成すれ
ば良い。

予算の削減、効率化の
ため。
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6794

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

数学に代表される基礎
分野においては、科学
研究費補助金が研究資
金の大半を占めてお
り、研究遂行を資金面
で支えています。我が
国における基礎研究の
質を今後とも維持・発展
させるために、科学研
究費補助金の一層の充
実を要望します。

数学などの基礎分野に
おいては、その研究成
果が直ちに実用面に応
用されるということがあ
まり多くないため、企業
などからの外部資金が
流入しにくいという事情
があります。したがっ
て、科学研究費補助金
は他の分野にも増して
貴重です。また、我が国
の基礎分野における指
導的地位は、明治以来
一世紀以上にわたる努
力によって培ってきたも
のです。先進国だけで
なく新興国も基礎研究
に力を入れる中、この
地位を維持・発展させる
には、科学研究費補助
金の充実は必須である
と考えます。「日本でトッ
プに立てば世界でもトッ
プ」という状況は、今後
の基礎研究を担う若者
にとっても大きな希望と
なるはずです。

6795

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

海外常駐日本人研究者
の待遇をいっそう高め
施策を推進するべきで
ある。待遇の中には、
給与のみならず精神的
な安定安心も物理的な
安全も含まれる。

国際社会の中で我が国
がその存在感を高める
ための一つの方法は世
界が直面する重要な感
染症問題に国際協力の
枠組みの中で我が国が
貢献することである。な
かでも海外に赴任・常
駐する日本人研究者の
待遇を高めることはこ
の施策の成果を高める
ことに直結する。私を含
め駐在研究者は日本と
は環境も慣習も言葉も
異なる海外での生活
（ほとんどの面で日本の
生活レベルよりも劣るレ
ベルの環境）の中で24
時間緊張感・不安感を
もって研究に当たってい
る。国家として海外で働
く研究者にエールを送り
（予算面を強化して）、
不安を安心に変えるよ
うに希望する。仕分けに
よって予算が削減され
る可能性があること自
体が、このプラグラムの
前途に希望を見いだせ
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なくなる予兆であると感
じている。

6796

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

SNPを用いたゲノム研
究では、日本は独自の
データベースを整備す
べきである。例えば、ゲ
ノム研究では人種間差
がある為に、新薬開発
の様な諸外国の臨床試
験のデータを利用する
ようなことは出来ない。 
オーダーメイド医療の実
現は将来の医療費の削
減、もとより罹患者の
QOLの向上に貢献でき
るので、このまま継続す
べきである。

プロジェクトが発足した
当初は基盤データの蓄
積が主で、あまり成果と
して見えてこなかった。
しかし現在、表面上に
見えにくかった「結果」と
しての成果も着実に出
てきている。 
特に薬剤代謝関連の遺
伝子の発見は特筆すべ
き成果であると言える。

6797
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24136
世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム

このまま
推進す
べき

東大・数物連携宇宙研
究機構・ＩＰＭＵで行わ
れている基礎研究は 
世界トップレベルにあ
り、この分野で世界をリ
ードしている。 
基礎研究は一朝一夕に
成し遂げられるもので
はないので常に「一番」
を目指して走る続け無
ければ世界のトップレベ
ルを維持出来ない。 

ＩＰＭＵの村山機構長以
下皆さんは年に数回一
般市民にも最先端の 
研究成果を判りやすく
講演していただいてお
り、これこそは国の予算
を使って研究されている
方々の理想の姿だと思
います。

6798
民間
企業

40～
49歳

国土
交通
省

28001

高度な国土
管理のため
の複数の衛
星測位シス
テム（マルチ
GNSS）によ
る高精度測
位技術の開
発

このまま
推進す
べき

商業活用(外貨を稼ぐ)と
いう点を念頭において
推進するべき。

・GPSの精度向上させる
補正信号を発信するこ
とで、より正確な位置測
定ができるようにもな
る。（万が一、アメリカの
GPSに何かあった時の
備えにも繋がる） 
・将来的には世界各国
の（位置測定のための）
衛星の信号を統一しよ
う、という動きがある
が、先を読んでGPS信
号との共通化や相互運
用性の確保も行ってい
る。 
・このプロジェクトを成功
させ、世界に広げていく
→日本のシステムが世
界標準になる → 利益
をあげられる。

6799 大学・
公的
研究
機関 40～

文部
科学

24133

科学研究費
このまま
推進す

科学研究費補助金は，
我が国の研究者の研究
活動を支援する重要な

天然資源に乏しい我が
国にとって，重厚で多様
な知的蓄積を図ること
は，今後の発展・成長
にとって，とても重要な
ことだと思います。ま
た，この成果の中には，
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（独
法・公
設試
等）

49歳 省 補助金 べき 資金であるため，予算
の拡充を行うべきだと
思います。

将来の革新的技術の創
造に繋がるものもある
のではないかと思いま
すので，この施策は充
実させる必要があると
思います。

6800

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

このまま
推進す
べき

日本が今後国際的な場
で現在と同等の発言
権、経済力を維持する
のか。この問いに対して
答えは「科学立国」「技
術立国」しかありえな
い。科学・技術を支える
理数系人材を多く育て
社会の様々な場で理数
系人材が活躍すること
が国を維持し発展させ
る事につながる。 
注意すべきは、ノーベ
ル賞をとるような一握り
のとびきり優秀な人材
ではなく、理数系知識を
持った人材を多く育て
厚い層を作り、アカデミ
アだけでなく、産業界、
政官界など社会の様々
な場に投入する事が社
会を強くする。そこで、
理数系に興味と意欲を
もつ学生を育て伸ばす
事は重要である。

私はいま、工学部の学
生に物理や数学を教え
ている。彼らの能力は
確かに研究者として活
躍する人間に比べれば
劣っている。しかし、彼
らは伸びようとしている
し、実際に伸びる学生
が多い。私は彼らのよう
な学生が増え、企業の
研究開発部門で中核を
なせば、まだまだ日本
の技術力は伸びると思
う。 
以前、海外生活をして
いたときに、言われたの
は、日本のこれからの
生きる道は「薄利多売」
ではなく技術力に裏打
ちされた良い製品を産
み出すことだと言われ
た。ある程度の経済力
がある人を対象にした
製品、金持ちになって
日本製品を買うぞと思
わせる製品、そんな物
を作り出すことが道では
ないかと言われた。 
学生を見ていると、そん
な憧れをもたれる製品
を作り出せ様な気がす
る。彼ら・彼女らのよう
な理数人材を今後もた
くさん生み出す努力を
すべきである。 
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